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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、第109期、第110期については潜在株式が存在しないため、

第108期、第111期、第112期については１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

３．第112期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（「企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第108期 第109期 第110期 第111期 第112期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 百万円 86,974 88,665 87,687 84,843 63,912 

経常損益 百万円 △901 601 840 △147 △7,219 

当期純損益 百万円 △6,065 605 1,314 △1,797 △8,090 

純資産額 百万円 14,116 16,559 17,890 16,398 7,302 

総資産額 百万円 48,474 51,277 51,797 49,111 37,292 

１株当たり純資産額 円 111.75 131.10 141.64 129.84 57.27 

１株当たり当期純損益 円 △48.02 4.79 10.34 △14.33 △64.06 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
円 － － － － － 

自己資本比率 ％ 29.1 32.3 34.5 33.4 19.4 

自己資本利益率 ％ △34.7 3.9 7.6 △10.5 △68.5 

株価収益率 倍 △2.7 35.1 26.8 △17.8 △4.1 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 1,908 1,408 994 1,336 △11,064 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 △2,492 △1,185 △1,030 △1,861 12,357 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 △172 △11 736 △1,070 △630 

現金及び現金同等物の期

末残高 
百万円 1,882 2,496 3,197 1,605 2,268 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
人 

1,642 

(4,094) 

1,451 

(3,953) 

1,387 

(4,130) 

1,312 

(4,202) 

1,267 

(4,129) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、第109期、第110期については潜在株式が存在しないため、

第108期、第111期、第112期については１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

３．第112期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（「企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

４．当社は、平成19年３月26日開催の取締役会の決議に基づき、平成19年４月11日に第三者割当増資を行い、普

通株式68,032千株を発行いたしました。 

その結果、資本金14,345百万円、発行済株式総数は194,376千株となりました。 

回次 第108期 第109期 第110期 第111期 第112期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 百万円 79,564 79,049 73,968 70,928 51,148 

経常損益 百万円 △980 404 580 18 △5,842 

当期純損益 百万円 △6,074 600 1,041 △2,493 △8,019 

資本金 

(発行済株式総数) 

百万円 

千株 

6,317 

(126,344) 

6,317 

(126,344) 

6,317 

(126,344) 

6,317 

(126,344) 

6,317 

(126,344) 

純資産額 百万円 14,633 16,695 17,729 15,535 6,445 

総資産額 百万円 46,975 48,096 47,779 44,528 33,478 

１株当たり純資産額 円 115.83 132.16 140.35 123.00 51.03 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額) 

円 

円 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

3.00 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

１株当たり当期純損益 円 △48.08 4.75 8.24 △19.74 △63.49 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
円 － － － － － 

自己資本比率 ％ 31.2 34.7 37.1 34.9 19.3 

自己資本利益率 ％ △33.7 3.8 6.0 △15.0 △73.0 

株価収益率 倍 △2.7 35.4 33.6 △12.9 △4.2 

配当性向 ％ － － 36.4 － － 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
人 

1,476 

(2,357) 

1,202 

(2,207) 

1,087 

(1,816) 

1,007 

(1,845) 

965 

(1,798) 



２【沿革】 

昭和13年６月 資本金20万円をもって株式会社第二不二家を設立 

昭和13年９月 株式会社第二不二家に合名会社不二家を吸収合併 

昭和13年12月 株式会社不二家に商号変更 

昭和21年８月 本社を東京都中央区銀座７丁目２番17号の現在地に移転 

昭和27年３月 東京都中央区銀座に関東販売所を設置して卸売に進出 

昭和33年11月 合名会社不二家（昭和16年７月に藤井食品合名会社として設立、昭和31年10月商号変更）を吸収

合併 

昭和34年９月 神奈川県平塚市に平塚工場（チョコレート）を開設 

昭和36年11月 不二家食品株式会社を吸収合併 

昭和37年６月 東京、大阪、名古屋各証券取引所市場第二部へ株式を上場 

昭和37年８月 大東町（現岩手県一関市）の斡旋により地元酪農家と不二農産工業株式会社（現不二家乳業株式

会社、現連結子会社）を設立 

昭和38年８月 日本食材株式会社の株式を取得 

昭和38年10月 京都市伏見区にフランチャイズ・チェーン伏見店を開設して、フランチャイズ制を導入 

昭和40年２月 東京、大阪、名古屋各証券取引所市場第一部へ株式を上場 

昭和43年８月 神奈川県秦野市に秦野工場（キャンディ、焼物）を開設 

昭和43年11月 埼玉県新座市に埼玉工場（洋菓子）を開設 

昭和46年５月 大阪府泉佐野市に泉佐野工場（洋菓子）を開設 

昭和48年12月 米国バスキン・ロビンス社と合弁会社ビー・アールジャパン株式会社（現Ｂ－Ｒ サーティワ

ン アイスクリーム株式会社）を設立して、アイスクリームチェーンに着手 

昭和48年12月 株式会社ファーストコンピューターセンター（現株式会社不二家システムセンター、現連結子会

社）を設立 

昭和49年６月 サンヨー缶詰株式会社と合弁会社不二家サンヨー株式会社を設立 

昭和53年３月 株式会社不二家ロードサイドレストラン（現株式会社不二家フードサービス、現連結子会社）を

設立して、郊外型外食産業に進出 

平成元年６月 ネッスル社と合弁会社ネッスルマッキントッシュ株式会社（現ネスレコンフェクショナリー株式

会社）（菓子製造販売業）を設立 

平成元年10月 株式会社ダロワイヨジャポン（洋菓子製造販売業）（現連結子会社）を設立 

平成２年６月 静岡県裾野市に富士裾野工場（ミルキー、焼物）を開設 

平成７年11月 佐賀県神埼郡に九州工場（洋菓子）を開設 

平成12年９月 ネスレ マッキントッシュ株式会社の株式売却 

平成15年６月 大阪、名古屋各証券取引所への上場を廃止 

平成16年２月 旺陞貿易有限公司（台湾）、豊和貿易株式会社、江顕堂氏と不二家(杭州)食品有限公司を中国現

地法人として設立 

平成19年２月 山崎製パン株式会社と食品安全管理体制整備の支援に関する覚書を締結 

平成19年３月 山崎製パン株式会社と業務資本提携契約を締結 

平成19年４月 山崎製パン株式会社に対する第三者割当増資を実施 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社、子会社７社及び関連会社４社により構成されており、当社グループが営んでいる事業内容

は、菓子食品の製造販売並びに洋菓子類の製造販売及び喫茶、飲食店の経営を主な内容とし、更にこれらに関連する

事業活動を展開しております。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

 なお、次の４事業区分は「第５経理の状況１.(1)連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区

分と同一であります。 

 企業集団の状況についての事業系統図は次のとおりであります。 

 （注）平成19年３月にビー・アール サーティワンアイスクリーム株式会社からＢ－Ｒ サーティワン アイス 

        クリーム株式会社に商号変更しました。  

事業区分 主要製品及び業務内容 主要な会社 

小売事業 

ケーキ、ベーカリー、デザート、

アイスクリーム等洋菓子類の製造

販売、喫茶及び飲食店の経営 

当社、 

㈱不二家フードサービス、㈱ダロワイヨジャポン、 

㈱ユトリア不二家、㈱甲信不二フード、 

Ｂ－Ｒ サーティワン アイスクリーム㈱ 

（会社総数６社） 

卸売事業 

チョコレート、キャンディ、焼菓

子、飲料及び乳製品等菓子食品の

製造・販売 

当社、 

日本食材㈱、不二家サンヨー㈱、不二家乳業㈱、 

不二家（杭州）食品有限公司 

（会社総数５社） 

不動産事業 不動産の賃貸、管理等 当社                                        （会社総数１社） 

その他の事

業 

ＤＮＡの解析及び試薬の販売、 

事務受託業務及びアウトソーシン

グ受託、食品加工機械の保守 

当社、 

㈱不二家システムセンター、不二家テクノ㈱ 

（会社総数３社） 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別のセグメントの名称を記載しております。 

２．特定子会社に該当しておりません。 

３．有価証券報告書の提出会社であります。 

４．㈱不二家フードサービスについては、売上高の連結売上高に占める割合が10％を超えております。 

(1）売上高   10,354百万円 

(2）経常損失  1,322百万円 

(3）当期純損失 2,997百万円 

(4）純資産額 △4,193百万円 

(5）総資産額  1,661百万円 

５．債務超過会社であり、債務超過額は4,193百万円であります。 

６．債務超過会社であり、債務超過額は50百万円であります。 

７．債務超過会社であり、債務超過額は589百万円であります。 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の
内容 

議決権の所有
(又は被所有)
割合（％） 

関係内容 

（連結子会社）          

㈱不二家フードサービス 

(注)２、４、５ 
東京都中央区 480 小売事業 100.0 

当社製品及び料理素材

の販売 

役員の兼任あり 

資金援助あり 

㈱ダロワイヨジャポン 

(注)２、６ 
東京都中央区 300 小売事業 100.0 

当社は店舗及び事務所

を貸与 

役員の兼任あり 

㈱不二家システムセンター 

(注)２ 

東京都江戸川

区 
40 その他の事業 95.0 

当社の事務受託業務及

びアウトソーシング受

託 

役員の兼任あり 

不二家乳業㈱ 

(注)２ 
岩手県一関市 64 卸売事業 81.6 

当社への原料の販売 

当社製品の販売 

役員の兼任あり 

資金援助あり 

（持分法適用子会社）          

不二家サンヨー㈱ 

(注)７ 
福島県伊達市 30 卸売事業 50.0 

当社製品の一部を製造 

当社への原料の販売 

役員の兼任あり 

資金援助あり 

（持分法適用関連会社）          

Ｂ－Ｒ サーティワン アイス

クリーム㈱ 

(注)３ 

東京都品川区 674 小売事業 43.5 
当社への製品の販売 

当社製品の販売 

日本食材㈱ 
埼玉県さいた

ま市中央区 
30 卸売事業 49.5 

当社製品の一部を製造 

役員の兼任あり 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定セグメントに区分できない当社の総務、管理、経

理、人事部門及び基礎研究等に所属しているものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．平均年間給与（税込）は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 当社の労働組合は不二家労働組合と称し、組合員808人（平成19年３月31日現在）で日本食品関連産業労働組合

総連合会に加盟しており、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

小売事業 561 (3,199) 

卸売事業 586 (818) 

不動産事業 1 (0) 

その他の事業 54 (110) 

全社（共通） 65 (2) 

合計 1,267 (4,129) 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

965（1,798）  43.4 22.1 5,523,263 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当社グループは、平成19年１月の当社埼玉工場における「消費期限切れ原材料の使用」に端を発した食品安全衛

生問題により、平成19年３月期の第４四半期において、当社直営店舗及びフランチャイズ店舗の営業休止による売

上高の減少、卸売事業における商品の店頭からの撤去等による売上高の減少があり、大幅な営業損失を計上いたし

ました。また、たな卸資産の処分やフランチャイズ店の休業補償等による多額な特別損失も計上いたしました。 

  関係各位には多大なるご迷惑とご心配をおかけいたしました。改めて深くお詫び申し上げます。 

  当社グループは平成18年５月に発表した「経営２カ年計画」（平成19年３月期～平成20年３月期）に沿って「ス

イーツの進化」「市場競争力の強化」「収益力の改善」の方針のもとに営業を積極的に進めてまいりました。第３

四半期までの状況では業績改善が行われ計画に沿って進行しておりましたが、第４四半期での一連の問題により売

上減少と多額の特別損失の計上を余儀なくされました。 

  当連結会計年度の売上高は639億12百万円（前期比24.7％減）となりました。 利益面は売上高の減少に伴う売上

総利益の減少が大きく影響し、営業損失は66億59百万円（前期は２億３百万円の営業損失）、経常損失は72億19百

万円（前期は１億47百万円の経常損失）となりました。特別利益としては金融株を中心とした投資有価証券売却益

が10億66百万円、本社ビル等の固定資産売却益130億37百万円等合計で142億51百万円となりましたが、特別損失と

しては主として外食店舗の不採算店等の減損損失14億95百万円、フランチャイズ店の休業・営業補償金27億97百万

円、たな卸資産の廃棄に伴う費用68億51百万円、店舗閉鎖に伴う費用が８億90百万円等で138億30百万円を計上し

ました。また繰延税金資産の取崩し10億49百万円があったことにより、当期純損失は80億90百万円（前期は17億97

百万円の当期純損失）となりました。 

  事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。 

＜小売事業＞ 

  物販事業は、不二家ブランドでは既設店の改装や主力商品の改良を進め、店舗の上質化を目指してまいりました

が、店舗の販売休止等により大幅な売上減少となりました。店舗数においても新設24店に対し閉鎖は86店となり、

平成19年３月末店舗数は752店となりました。 

  ㈱ダロワイヨジャポンについては、引き続きマカロン、オペラ等の商品が好調で大幅な売上増を達成いたしまし

た。 

  この結果、物販事業売上高は不二家ブランドの営業休止、店舗数の減少が大きく影響し、210億45百万円 （前期

比22.1％減）となりました。 

  外食事業においては、サービスの向上、メニューの改善を行い客数の増加に努めましたが、９店の店舗閉鎖と第

４四半期での一部店舗の休業等により、外食事業売上高は84億65百万円（前期比13.7％減）となりました。 

  以上の結果、小売事業全体の売上高は295億11百万円（前期比19.8％減）となりました。 

＜卸売事業＞ 

  菓子事業は、３大ブランド（「カントリーマアム」「ミルキー」「ルック」）を中心に基幹商品群の安定成長を

目指し、積極的に営業活動を進めてまいりましたが第４四半期においては、大手流通企業を中心に店頭からの撤去

及び返品が相次ぎ、売上高は293億６百万円 （前期比30.2％減）と大きく減少いたしました。 

  食品事業は、第３四半期までは新製品効果で順調に伸長してまいりましたが、第４四半期には菓子同様店頭から

の撤去、返品、自動販売機からの撤去、返品があり、売上高は38億78百万円（前期比20.5％減）となりました。 

  以上の結果卸売事業全体の売上高は331億85百万円（前期比29.2％減）となりました。 

＜不動産事業＞ 

  不動産事業は、社有物件の稼働率の向上等により４億96百万円（前期比10.8％増）となりました。 

＜その他事業＞ 

  その他事業は、主に㈱不二家システムセンターの受注受託業務の売上高ですが、７億19百万円 （前期比2.8％

減）となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 キャッシュ・フローについては、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて

６億63百万円増加し、22億68百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果使用した資金は、110億64百万円（前期末比124億１百万円の悪化）となりました。これは主に当

連結会計年度の税金等調整前当期純損失の計上等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果得られた資金は、123億57百万円（前期末比142億18百万円の増加）となりました。これは主に本

社ビル等の売却収入及び投資有価証券の売却収入等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果使用した資金は、６億30百万円（前期末比４億39百万円の改善）となりました。これは主に社債

の償還によるものであります。 



２【生産、商品仕入及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

小売事業 ケーキ、ベーカリー、デザート等の洋菓子

類（百万円） 
15,487 78.8 

  調理加工品（百万円） 320 97.4 

  計（百万円） 15,808 79.1 

卸売事業 チョコレート、キャンディ等菓子類 

（百万円） 
29,710 80.7 

  飲料、乳製品等（百万円） 1,009 71.4 

  計（百万円） 30,719 80.3 

合計（百万円） 46,528 79.9 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

小売事業 ケーキ、ベーカリー、デザート等の洋菓子

類（百万円） 
1,051 95.1 

  調理加工品（百万円） 1,053 52.2 

  計（百万円） 2,105 67.4 

卸売事業 チョコレート、キャンディ等菓子類 

（百万円） 
1,986 76.7 

  飲料、乳製品等（百万円） 3,212 99.7 

  計（百万円） 5,198 89.5 

合計（百万円） 7,303 81.7 



(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

小売事業 物販(ケーキ、ベーカリー、デザート等の洋

菓子類）（百万円） 
21,045 77.9 

  外食(喫茶及び飲食店）（百万円） 8,465 86.3 

  計（百万円） 29,511 80.2 

卸売事業 菓子(チョコレート、キャンディ及び焼菓子

等菓子類)（百万円） 
29,306 69.8 

  食品(飲料、乳製品等)（百万円） 3,878 79.5 

  計（百万円） 33,185 70.8 

不動産事業 不動産賃貸収入（百万円） 496 110.8 

  計（百万円） 496 110.8 

その他事業 ＤＮＡの解析、試薬の販売、事務受託業務

及びアウトソーシング受託（百万円） 
719 97.2 

  計（百万円） 719 97.2 

合計（百万円） 63,912 75.3 



３【対処すべき課題】 

(1) グループ全体としての現状認識 

  当社グループは『愛と誠心と感謝をこめて、お客様に愛される不二家になりましょう』の社是のもと、お客様満

足を追及する企業を目指してまいりましたが、平成19年１月に期限切れ原材料の使用問題、衛生管理体制の不備等

の一連の問題の発生によって、全洋菓子店舗の休業や工場の稼動停止等営業活動がほとんど出来ない事態となりま

した。当社は、新しい不二家に生まれ変わるために、「新企業ビジョン」を制定し、お客様との絆を一層深め、時

代の変化に対応し、社会への責任を果たす企業になることを改めて決意しました。新企業ビジョン『団欒の場で、

家族が安心して食べられる菓子を提供する会社になります。』を実践するためにお客様本位で考え、安全な生産環

境の整備の徹底、そして従業員の意識と行動の改革を行ってまいります。 

  さらに安全衛生面では、山崎製パン株式会社(以下「山崎製パン」)との間で、平成19年２月５日付で「食品安全

衛生管理体制整備の支援に関する覚書」を締結し、ＡＩＢ(American Institute of Baking)食品安全システムを全

工場(当社菓子工場を含めた全８工場)に導入し、ＡＩＢの監査基準を達成いたしました。 

(2) 当面の対処すべき課題 

  当社グループは、今後、お客様から再び信頼していただける企業を目指し、新生不二家ビジョン『団欒の場で、

家族が安心して食べられる菓子を提供する会社になります。』のもと、 

  ①企業としての社会的責任への取り組み 

  ②「安全・安心」を基本においた生産・販売体制の確立 

  ③企業風土刷新による全従業員の食品安全衛生意識の向上 

  ④収益構造の変革、成長基盤の形成 

の４点につき重要課題として取り組んでまいります。 

(3) 対処方針 

  経営基盤並びに財務体質等の強化に向けて平成19年３月26日に山崎製パンとの間で業務資本提携契約を締結し、

平成19年４月11日に山崎製パンへの第三者割当増資159億87百万円を実施いたしました。 今後、不二家ブランドを

強化するとともに山崎製パンとのコラボレーションによる新たな事業展開を模索し、安定的な収益構造を構築して

まいります。 

(4) 具体的な取り組み状況 

  当社グループは今般の一連の問題により失われた信頼の回復を図るべく「経営体制の抜本的改革」を実施し、

「安全・安心の取り組み」を強化します。さらに「透明性の確保」に重点を置き、早期に業績回復を図るべくブラ

ンドの再生、競争力・収益力の強化、販売数量・生産数量の確保を目標として進めてまいります。 



４【事業等のリスク】 

  当社グループの業績は、今後起こりうる様々な要因によって、大きな影響を受ける可能性があります。当社グルー

プの事業内容は、菓子食品の製造販売並びに洋菓子類の製造販売及び喫茶・飲食店の経営を主たる内容とし、これら

に関連する事業活動を展開しております。当該業務の展開上でのリスク要因となる可能性があると考えられる主な事

項は以下のとおりであります。 

  なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年６月28日）現在において当社グループが判断

したものであります。 

①  「食」の安全性について 

  当社グループでは、食の安全性及び品質管理体制について「消費期限切れ原材料使用問題」での反省を踏まえ、

山崎製パンの支援のもとＡＩＢ食品安全システムを全工場に導入し、安全・安心の確立に努めてまいりました。そ

の結果、全工場にてＡＩＢの監査基準を達成しております。また、品質保証本部を設立し、組織面でも安全・安心

に取り組む体制の強化を図ってまいりました。しかしながら、近年食品業界で発生しておりますＢＳＥ、鳥インフ

ルエンザ、未認可添加物を使用した輸入原料などと同様な想定外の事象が発生した場合は、当社グループの業績に

影響を与える可能性があります。 

②  原材料価格高騰について 

  当社において、原材料調達におけるカカオ豆等主要原料は海外からの輸入に頼っております。為替レートの変動

により価格が高騰し、また世界的な需給状況の変化や輸出国の政情不安等による原料の量的確保が困難になる場合

売上原価の悪化や生産活動への支障の発生により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

③  大地震等を含む自然環境の変化について 

  当社グループの事業は、その特性上過度の気温上昇によって消費者の購買動向が影響を受け、売上の減少につな

がる恐れがあります。また、近年日本各地で発生したものと同等規模の大規模地震が発生した場合、消費及び生産

活動に関して多大な打撃をこうむる可能性があります。 

④  株式市場の動向について 

  当社保有の株式については、すでに減損処理を実施してきましたので、今後については大きな影響はないかと考

えますが、株式市場の予想を上回る大幅な下落が発生した場合については、投資有価証券評価損等の特別損失を発

生させる可能性があります。 

⑤  売上高の減少等について 

 今般の一連の問題による店舗の営業休止や菓子の大手流通の店頭からの商品撤去があり、それに対し回復に向け

鋭意努力をしておりますが、想像以上に店舗の再開遅れや閉鎖、大手流通の販売再開等の遅れがあった場合、売上

高減少による収益の低下の可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 (1) 不二家フランチャイズチェーン契約 

 当社は、フランチャイジーとの間に「不二家フランチャイズチェーン契約」を締結しております。 

期間  ：３カ年間（期間満了後１年毎の自動更新） 

契約内容：１．不二家ファミリー・チェーン加盟店の運営 

２．不二家ファミリー・チェーンに係わる商標、サービスマーク、運営マニュアル等の使用 

   （注）フランチャイズ店は681店ありますが、フランチャイジーによって発効日が異なりますので、発効日の記載 

          を省略しております。 

なお、平成７年４月１日よりロイヤリティ制度を導入し売上の５％程度のロイヤリティを受けとっておりま

す。 

 (2) 山崎製パン株式会社との業務資本提携契約 

 当社は、平成19年３月26日、山崎製パン株式会社との間に「業務資本提携契約」を締結しております。 

契約内容：１．両社製品の相互販売、相互ＯＥＭ生産、共同プロモーションの展開、販売拠点の共同開発、物 

              流の共同化等の業務提携 

２．普通株式の第三者割当増資による資本提携 

    発行条件等の詳細につきましては、第５．１．(1）（重要な後発事象）及び第５．２．(1） 

   （重要な後発事象）をご覧下さい。 

６【研究開発活動】 

  基礎研究の分野では健康美容関連の菓子開発をめざし、機能性素材の調査ならびに原型試作を行うとともに、他社

と共同で機能性菓子「板藍根のど飴」の開発を実施しました。フルーツ加工の分野においてはコンフィチュールの開

発および製造を技術的側面から支援しました。 

  食品研究の分野では自社商品の栄養表示成分等の分析、賞味期限の確認など品質に関わる分析を行い、結果を関連

部署に提供しています。またこれら分析法の精度向上に努めると同時に分析法の改良にも取り組みました。製品開発

支援におきましても、商品、原材料に関する成分、物性などについて分析面からのサポートを継続実施しました。 

 バイオサイエンスの分野では、社団法人バイオ産業情報化コンソーシアム（ＪＢＩＣ）会員企業として、「個別化

健康管理に向けた技術・ツールの開発と産業化」調査委員会に所属し、調査報告書を独立行政法人新エネルギー・産

業技術総合開発機構(ＮＥＤＯ)に提出しました。また、「食と免疫」研究においては、食素材による免疫力向上効

果・アレルギー改善効果を検証するための基礎的データ蓄積を継続するとともに、醗酵食品素材中の有用微生物構成

の特定研究を開始しました。  

 当連結会計年度末の研究開発従事者は13名、研究開発費は１億69百万円であります。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

  当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。連結財務諸表の作成に当たっては、主として期末日現在の判断に基づく見積りによるものがあります。

  詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １．(1）連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」に記載しております。 

(2）財政状態の分析 

  当連結会計年度末の財政状態といたしましては、総資産で372億92百万円（前期末比118億18百万円の減）となり

ました。流動資産は72億７百万円（前期末比67億62百万円の減）で主な減少要因は売上債権の減少等によるもので

あります。固定資産は300億85百万円（前期末比50億56百万円の減）で主な減少要因は投資有価証券の売却や固定

資産の減損や除却等によるものであります。 

  負債の部は299億90百万円（前期末比26億26百万円の減）となりました。負債の主な減少要因は仕入債務の減少

等によるものであります。 

  純資産の部は73億２百万円（前期末比91億91百万円の減［前年同期末の資本の部に少数株主持分を加えた額との

比較］）となりました。これは当連結会計年度の当期純損失計上による利益剰余金の減少等によるものでありま

す。この結果自己資本比率は19.4％（前期は33.4％）となり、１株当たり純資産は57円27銭（前期末比72円57銭の

減）となりました。 

(3）当連結会計年度の経営成績の分析 

  当連結会計年度の売上高は、当社の製品の安全・安心に関する一連の問題の影響で第４四半期に大幅に減少し

639億12百万円（前期比24.7％減）となりました。 

  売上高の詳細につきましては、「第２ 事業の状況 １ (1）業績」に記載しております。 

  利益面は売上高の大幅減少に対し固定費を吸収出来ず、営業損失は66億59百万円（前期は２億３百万円の営業損

失）、経常損失は支払利息やたな卸資産廃棄損等の営業外費用が営業外収益を上回り72億19百万円（前期は１億47

百万円の経常損失）となりました。特別損益では特別利益として、金融株を中心とした投資有価証券売却益が10億

66百万円本社ビル等の固定資産売却益130億37百万円等合計で142億51百万円発生しましたが、特別損失として、主

に外食店舗の不採算店等の減損損失14億95百万円、フランチャイズ店の休業・営業補償金27億97百万円、たな卸資

産の廃棄に伴う費用68億51百万円、店舗閉鎖に伴う費用が８億90百万円等で138億30百万円を計上しました。 ま

た、繰延税金資産の取崩し10億49百万円があったことにより、当期純損失は80億90百万円（前期は17億97百万円の

当期純損失）となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループでは、販売競争の激化に対処するため、小売事業、卸売事業を中心に31億49百万円の設備投資を実施

しました。 

 小売事業においては洋菓子設備の改善等を埼玉工場、野木工場を中心に７億36百万円、店舗営業設備の新設、改装

等の営業部門に９億45百万円の設備投資を実施しました。 

 卸売事業においては新製品設備の新設等を平塚工場、秦野工場を中心に14億２百万円の設備投資を実施しました。

 また、当連結会計年度において当社の本社ビルを売却いたしました。 これによる売却益を125億２百万円計上して

おります。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

  （平成19年３月31日現在）

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（人） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

工具器具
及び備品 

土地 
（面積㎡）

合計 

野木工場 

（栃木県下都賀郡野木町） 
小売事業 

小売菓子生

産設備 
789 477 1 

29 

(35,128) 
1,298 

40 

〔165〕 

埼玉工場 

（埼玉県新座市） 
小売事業 

小売菓子生

産設備 
1,024 571 2 

302 

(21,781) 
1,900 

72 

〔212〕 

泉佐野工場 

（大阪府泉佐野市） 
小売事業 

小売菓子生

産設備 
671 409 1 

173 

(25,139) 
1,255 

41 

〔123〕 

九州工場 

（佐賀県神埼郡吉野ヶ里

町） 

小売事業 
小売菓子生

産設備 
185 67 1 

474 

(21,892) 
728 

14 

〔42〕 

平塚工場 

（神奈川県平塚市） 

卸売事業 

小売事業 

卸売・小売

菓子生産設

備 

614 2,188 25 
22 

(17,995) 
2,850 

113 

〔296〕 

秦野工場 

（神奈川県秦野市） 

卸売事業 

小売事業 

卸売・小売

菓子生産設

備 

907 1,606 7 
97 

(67,127) 
2,619 

148 

〔317〕 

富士裾野工場 

（静岡県裾野市） 

卸売事業 

小売事業 

卸売・小売

菓子生産設

備 

973 1,008 8 
1,598 

(72,662) 
3,589 

66 

〔74〕 

銀座店 

ほか70店舗（直営） 
小売事業 

小売販売店

舗 
712 141 167 

33 

(517) 
1,055 

109 

〔412〕 

首都圏営業部 

ほか13営業拠点 
卸売事業 

卸売販売営

業 
3 2 2 － 8 

168 

〔105〕 

本社 

（東京都中央区） 
会社統括業務 

統括業務施

設 
5 3 27 － 36 

149 

〔19〕 



(2）子会社 

 （注）１．帳簿価額には建設仮勘定の金額は含めておりません。なお、金額には消費税等を含めておりません。 

２．従業員数の〔  〕は、臨時従業員で外数であります。 

３．上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。 

(1）提出会社 

(2）子会社 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資計画については、顧客ニーズへの対応、投資効率等を総合的に勘案し、策定しておりま

す。設備投資計画は原則的に連結子会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定にあたっては提出会社を中心に

調整をはかっております。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修等はありません。 

  （平成19年３月31日現在）

会社名 事業所名 

事業の種
類別セグ
メント 
の名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（人） 建物及び 

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

工具器具
及び備品 

土地 
（面積㎡） 

合計 

㈱不二家フードサービス 

横浜センタ

ー店ほか 

96店舗 

小売事業 
小売販売

店舗 
7 6 12 

－ 

(－) 
26 

127 

〔2,075〕 

㈱ダロワイヨジャポン 
自由が丘店

ほか11店舗 
小売事業 

小売販売

店舗 
128 4 48 

－ 

(－) 
181 

31 

〔72〕 

不二家乳業㈱ 本社工場 卸売事業 
卸売菓子 

生産設備 
151 107 4 

9 

(17,159)
273 

30 

〔14〕 

  （平成19年３月31日現在）

事業所名 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 
土地面積 
（㎡） 

年間賃借及びリー
ス料（百万円） 

摘要 

数寄屋橋店 

ほか68店舗（直営） 
小売事業 店舗施設 4,069 337 賃借 

銀座店 

ほか70店舗（直営） 
小売事業 店舗営業用設備 － 95 リース 

首都圏営業部 

ほか13営業拠点 
卸売事業 営業用車両 － 50 リース 

  （平成19年３月31日現在）

会社名 事業所名 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 
土地面積 
（㎡） 

年間賃借及びリー
ス料（百万円） 

摘要 

  

㈱不二家フードサ

ービス 

横浜センター

店ほか 
小売事業  店舗施設 82,855 1,661 賃借 

  96店舗   店舗施設 － 147 リース 

  

㈱不二家システム 

センター 

本社  その他事業  
システム運用

機器 
－ 41 リース 

      本社施設 － 83 賃借 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(注）平成19年４月11日を払込期日とする第三者割当増資により、発行済株式総数が68,032,000株増加しておりま

す。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。 

２．平成19年４月11日を払込期日とする第三者割当増資により、発行済株式総数が68,032,000株、資本金及び資

本準備金がそれぞれ8,027百万円、7,959百万円増加しております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 400,000,000 

計 400,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

(平成19年３月31日) 
提出日現在発行数（株） 
(平成19年６月28日) 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 126,344,590 194,376,590 
㈱東京証券取引所 

市場第一部 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

計 126,344,590 194,376,590 － － 

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増減
額（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成16年６月29日

（注）１ 
－ 126,344,590 － 6,317 △598 9,284 

平成18年６月28日

（注）１ 
－ 126,344,590 － 6,317 △1,830 7,453 



(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式42,506株は、「個人その他」に42単元、「単元未満株式の状況」に506株含まれております。 

２．「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が、25単元含まれております。 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満 
株式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 44 31 339 45 5 28,180 28,644 － 

所有株式数

（単元） 
－ 26,440 834 18,634 5,867 5 74,274 126,054 290,590 

所有株式数の

割合（％） 
－ 20.98 0.66 14.78 4.66 0.00 58.92 100 － 



(6）【大株主の状況】 

 （注）平成19年４月11日に第三者割当増資を行い、普通株式68,032千株を発行した結果、次のとおり大株主の異動 

がありました。 

 （注）発行済株式総数に対する所有株式数の割合につきましては、平成19年3月31日現在の株主名簿上の株式数に、今

回の第三者割当増資で増加した株式数を加算して算出しております。 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

日本生命保険相互会

社 
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 6,781 5.36 

森永製菓株式会社 東京都港区芝５丁目33番１号 5,000 3.95 

不二家不二栄会持株

会 
東京都中央区銀座７丁目２番17号 4,194 3.31 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 3,022 2.39 

藤井 林太郎 東京都渋谷区 2,675 2.11 

モルガン・スタンレ

ー・アンド・カンパ

ニー・インターナシ

ョナル・リミテッド 

（常任代理人 モルガ

ン・スタンレー証券

株式会社） 

25 CABOT SQUARE,CANARYWHAEF,LONDON E14 4QA ENGLAND 

  

（東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号 

  恵比寿ガーデンプレイスタワー） 

2,601 2.05 

藤井 正郎 横浜市鶴見区 2,359 1.86 

藤井 義郎 東京都港区 2,343 1.85 

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい３丁目１番１号 2,304 1.82 

中央三井信託銀行株

式会社 
東京都港区芝３丁目33番11号 2,149 1.70 

計   33,430 26.46 

  平成19年６月28日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

山崎製パン株式会社  東京都千代田区岩本町３丁目10番１号 68,032 35.00 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「単元未満株式」欄には自己株式506株が含まれております。 

       ２．「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が25,000株含まれており

ます。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数25個が含まれており

ません。 

       ３．会社法第124条第４項に鑑み、平成19年４月23日開催の取締役会において第112期定時株主総会に係る基準

日後に新株式を取得した山崎製パン株式会社に対し、議決権68,032個を付与いたしました。 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式     42,000 
－ 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

（相互保有株式） 

普通株式    25,000 
－ 同上 

完全議決権株式（その他） 普通株式 125,987,000 125,962 同上 

単元未満株式 普通株式   290,590 － 
１単元(1,000株)未満

の株式 

発行済株式総数 126,344,590 － － 

総株主の議決権 － 125,962 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社不二家 

東京都中央区銀座７

丁目２番17号 
42,000 － 42,000 0.03 

（相互保有株式） 

日本食材株式会社 

埼玉県さいたま市中

央区本町西６丁目４

番22号 

25,000 － 25,000 0.01 

計 － 67,000 － 67,000 0.05 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】  旧商法第221条第６項の規定に基づき単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法 

                  第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （注）当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の 

        買取りによる株式は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の 

        買取りによる株式は含まれておりません。 

３【配当政策】 

 当社は、収益力向上に向け企業体質強化を図りながら、株主の皆様への利益還元を充実させていくことが経営の最

重要課題と考えております。今後、確実に収益をあげられる体質を早期に構築し、安定的な収益企業としての基盤を

確立する所存であります。 

  当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

  これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

  平成19年３月期は無配となりましたが、早期に復配できるよう経営陣一丸となって努力してまいります。なお、次

期（20年３月期）についても無配の見込みであります。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 6,362 1,414,340 

当期間における取得自己株式 1,731 442,693 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額 

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額 
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（単元未満株式の売渡請求による売渡） 
－ － － － 

保有自己株式数 42,506 － 44,237 － 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

回次 第108期 第109期 第110期 第111期 第112期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 182 180 316 344 321 

最低（円） 100 123 135 218 189 

月別 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月 平成19年１月 平成19年２月 平成19年３月 

最高（円） 246 235 245 237 259 321 

最低（円） 220 214 227 189 211 252 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

代表取締役

会長 
  山田 憲典 昭和10年６月７日生 

昭和35年３月 山崎製パン㈱入社 

昭和55年３月 同社取締役就任 

昭和56年７月 同社常務取締役就任 

平成２年４月 同社専務取締役就任 

平成６年１月 イズヤパン㈱代表取締役会長就任 

（現任） 

平成11年３月 山崎製パン㈱取締役副社長就任 

（現任） 

平成19年６月 当社代表取締役会長就任（現任） 

（注）3  － 

代表取締役

社長 
  櫻井 康文 昭和24年１月６日生 

昭和47年４月 当社入社 

平成16年６月 当社執行役員菓子事業本部マーケテ

ィンググループリーダー兼不二家フ

ァミリー文化研究所長 

平成17年６月 当社取締役菓子事業本部マーケティ

ンググループリーダー兼不二家ファ

ミリー文化研究所長就任 

平成19年１月 当社代表取締役社長就任（現任） 

（注）3  9 

専務取締役 

監査室・社長

室・ＣＳＲ推

進部・人事

部・総務部・

財務部・経理

部・情報シス

テム部・関連

事業部管掌  

永森 徹 昭和15年12月14日生 

昭和39年４月 日本鋼管㈱入社 

平成７年６月 同社取締役就任 

平成10年６月 同社常務取締役就任 

平成12年４月 同社執行役員専務 

平成13年４月 森ビル㈱特別顧問 

平成19年１月 当社特別顧問 

平成19年６月 当社専務取締役就任（現任） 

（注）3  － 

専務取締役 

洋菓子事業本

部長 

洋菓子生産本

部・購買部・

施設部管掌 

和泉田 勝男 昭和17年１月25日生 

昭和39年３月 山崎製パン㈱入社 

平成11年３月 同社取締役人事部長就任 

平成14年11月 同社常務取締役人事部長就任 

平成15年３月 同社常務取締役 

平成15年７月 同社常務取締役人事本部長 

平成19年６月 同社取締役（現任） 

平成19年６月 当社顧問 

平成19年６月 当社専務取締役洋菓子事業本部長就

任（現任） 

（注）3  － 

取締役相談

役 
  飯島 延浩 昭和16年７月28日生 

昭和39年４月 山崎製パン㈱入社 

昭和45年８月 同社取締役就任 

昭和54年１月 同社常務取締役就任 

昭和54年３月 同社代表取締役社長就任（現任） 

平成６年４月 ヴィ・ド・フランス・ヤマザキ, 

Inc.取締役会長就任（現任） 

平成18年３月 ㈱デイリーヤマザキ代表取締役会長

就任（現任） 

平成18年７月 ㈱東ハト代表取締役会長就任 

（現任） 

平成19年６月 当社取締役相談役就任（現任） 

（注）3  － 

取締役 
食品事業部担

当  
岡本 日出男 昭和26年１月１日生 

昭和48年４月 ㈱協和銀行入行 

平成13年９月 ㈱あさひ銀行執行役員 

平成15年６月 ㈱埼玉りそな銀行取締役兼常務執行

役員営業推進本部長就任 

平成16年６月 入や萬成証券㈱取締役副社長就任 

平成17年７月 医療法人社団善仁会常務理事就任 

平成18年６月 当社常務執行役員 

平成19年６月 当社取締役食品事業部担当就任 

（注）3  － 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役 

経理部長兼情

報システム部

長  

長友 直 昭和19年12月１日生 

昭和44年４月 山崎製パン㈱入社 

平成10年３月 同社経理本部経理部長代理 

平成13年３月 同社執行役員経理本部経理部長 

平成19年６月 当社顧問 

平成19年６月 当社取締役経理部長兼情報システム

部長就任（現任）  

（注）3  － 

取締役 
財務部長兼関

連事業部長  
千葉 かづや 昭和26年２月23日生 

昭和48年４月 当社入社 

平成14年４月 当社経営管理グループリーダー 

平成15年６月 当社執行役員経営統括部長 

平成19年６月 当社取締役財務部長兼関連事業部長

就任（現任）  

（注）3  3 

取締役 
菓子事業本部

長 
佐々木 達雄 昭和25年12月22日生 

昭和49年４月 当社入社 

平成14年10月 当社菓子事業本部営業部近畿支店長 

平成18年９月 当社執行役員菓子事業本部営業部長 

平成19年６月 当社取締役菓子事業本部長就任（現

任）  

（注）3  － 

取締役 
洋菓子生産本

部長  
酒井 光政 昭和29年４月６日生 

昭和52年４月 山崎製パン㈱入社 

平成11年９月 同社横浜第一工場長 

平成13年３月 同社パン生産管理部長 

平成15年３月 同社生産管理部長 

平成16年３月 同社安城工場長 

平成19年６月 当社顧問 

平成19年６月 当社取締役洋菓子生産本部長就任

（現任）  

（注）3  － 

取締役   高橋 俊裕 昭和14年11月28日生 

昭和39年４月 トヨタ自動車販売㈱入社 

平成６年９月 トヨタ自動車㈱取締役就任 

平成10年６月 同社常務取締役就任 

平成11年６月 東京トヨペット㈱代表取締役社長 

就任 

平成15年４月 日本郵政公社副総裁就任 

平成19年３月 任期満了により退職 

平成19年６月 当社取締役就任（現任）  

（注）3  － 

取締役   峯野 龍弘 昭和14年８月10日生 

昭和43年３月 宗教法人ウエスレアン・ホーリネス

教団淀橋教会主管牧師（現任） 

平成13年６月 特定非営利活動法人ワールド・ビジ

ョン・ジャパン理事長 

平成15年１月 宗教法人ウエスレアン・ホーリネス

教団委員長（現任） 

平成18年６月 日本福音同盟理事長（現任） 

平成18年10月 特定非営利活動法人ワールド・ビジ

ョン・ジャパン名誉会長（現任） 

平成19年６月 当社取締役就任（現任）  

（注）3  － 

常勤監査役   金澤 保博 昭和22年１月３日生 

昭和44年４月 当社入社 

平成11年６月 当社調達部長 

平成13年４月 当社執行役員調達部長 

平成14年４月 当社執行役員外食事業本部長 

平成16年４月 ㈱不二家フードサービス常務取締役

就任 

平成16年６月 不二家乳業㈱専務取締役就任 

平成16年12月 同社代表取締役社長就任 

平成19年６月 当社常勤監査役就任（現任）  

（注）4  2 

常務監査役   西條 徳治 昭和22年１月２日生 

昭和44年４月 山崎製パン㈱入社 

平成10年３月 ㈱イケダパン取締役管理統括就任 

平成11年３月 山崎製パン㈱経理本部経理部長代理 

平成11年７月 ㈱タイムリー取締役管理本部長就任 

平成14年11月 同社代表取締役専務取締役就任 

平成16年３月 山崎製パン㈱監査室 

平成17年10月 ㈱デイリーヤマザキ常勤監査役就任 

平成19年６月 当社常勤監査役就任（現任）  

（注）4  － 

 



（注）１．取締役高橋俊裕及び峯野龍弘の両名は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役西條徳治、髙木伸學及び竹内正擧の３名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結

    の時までであります。 

４．監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結

    の時までであります。 

５．当社では業務執行体制の強化を図るため、執行役員制度を導入しております。   

執行役員は、15名で構成されております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

監査役   髙木 伸學 昭和15年11月14日生 

昭和39年４月 東京都労働局総務部採用 

昭和41年４月 最高裁判所司法研修所入所 

昭和43年４月 弁護士登録（東京弁護士会） 

鈴木秀雄法律事務所入所 

昭和48年５月 井口・髙木法律事務所開設（現任） 

平成19年６月 当社監査役就任（現任）  

（注）4  － 

監査役   竹内 正擧 昭和22年11月６日生 

昭和48年10月 監査法人中央会計事務所（現みすず

監査法人）入所 

昭和50年６月 同所を退所 個人で開業 

昭和57年４月 監査法人中央会計事務所（現みすず

監査法人）に再入所 

平成18年９月 竹内会計事務所開設（現任） 

平成19年６月 当社監査役就任（現任）  

（注）4  － 

        計   14 

執行役員  内田 宏治 

執行役員  河村 宣行 

執行役員  澤田 靜雄 

執行役員  高橋 豊  

執行役員  酒井 均  

執行役員  菅原 道夫  

執行役員  関根 洋二 

執行役員  坂   英男 

執行役員  荒野 保夫 

執行役員  井上 俊二  

執行役員  富川 俊昭 

執行役員  村上 真吉 

執行役員  地引 晃 

執行役員  小倉 雅行 

執行役員  武   康弘 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社グループは継続的に株主価値を高め、社会の一員として食を通じ、社会貢献していくことが最重要課題と考

えております。そのために健全性（コンプライアンス）、透明性（ディスクロージャー）の原則を守り、企業活動

を実践していくことが、企業の使命と考えております。 

② コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

Ａ．会社の機関の内容 

取締役会：取締役会は取締役４名及び社外監査役３名を含む監査役４名の計８名で構成され、毎月１回開催され

ております。経営全般に関し、業務執行の決定、取締役の職務執行の監督を行い、活発な意見交換を

図り、的確で迅速な意思決定を行うよう努めております。 

執行役員会：当社の執行機関として毎週１回執行役員会を開催しております。構成メンバーは代表取締役社長及

び常務執行役員、執行役員等６名で構成されており、事業執行に関する経営の意思決定を行い、スピ

ード経営に努めております。 

各種会議：各事業本部別に毎週部長会を開催しております。執行役員会の決定事項を受けて、業務を執行する各

事業本部別の機関であります。 

監査役会：社外監査役３名（うち１名は常勤）、監査役１名（常勤）の４名で構成し、月１回開催されておりま

す。監査役は、取締役会及び部長会等に出席し、監査の独立性のもと、会社経営全般に関する意見交

換を行っております。 

Ｂ．役員報酬の内容 

ａ取締役及び監査役に支払った報酬（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

取締役  ８名  69百万円（当社には社外取締役はおりません。） 

監査役  ５名 39百万円（うち、社外監査役３名 21百万円） 

（注１）当期末在籍人員は、取締役４名、監査役４名です。 

（注２）報酬限度額（下記ｂに該当する金額は含まれません。） 

取締役 年額 200百万円、監査役 年額 40百万円 

ｂ使用人兼務取締役に対する使用人給与等相当額 

37百万円（賞与を含む） 

ｃ利益処分による取締役賞与金の支給額：当期は発生しておりません。 

ｄ当期中の株主総会決議により支給した役員退職慰労金 

監査役  １名  12百万円 

Ｃ．監査報酬の内容 

（注）１．上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

      ２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬 

          の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれらの合計額を記載しておりま 

          す。 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 みすず監査法人 松本善一氏 五島伸氏 

１．当連結会計年度に係る報酬等の額 18百万円 １百万円 １百万円 

２．当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上 
    の利益の合計額 

21百万円 １百万円 １百万円 



Ｄ．内部監査及び監査役監査の組織等 

内部監査：独立した組織として監査室（４名）を設置しております。監査室は監査計画のもと業務全般にわたる

内部監査を当社社内及び子会社・関連会社を対象に実施しており、監査結果は社内関係者に電子開示

されるとともに、四半期ごとに執行役員会、年１回取締役会に文書にて報告されます。被監査部門に

ついては、監査結果を踏まえ改善取組書を提出させ、監査の実効性をあげるようにしております。ま

た、四半期ごとに常勤監査役に報告を行っております。 

監査役監査：常勤監査役（２名）及び非常勤監査役（２名）で実施しております。監査役は取締役会に常時出席

している他、部長会他社内の重要会議に出席し、法令、定款違反や株主利益を侵害する事実の有無

について重点的に監査を実施しております。 

Ｅ．業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び継続監査年数 

注：継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

  監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されております。具体的には、公認会計士 

  10名、その他20名で構成されております。 

  その他は会計士補、公認会計士試験合格者、システム監査担当者等であります。 

③ 会社と社外取締役、社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役：社外取締役は２名で、社外取締役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありま

せん。 

社外監査役：社外監査役は３名で、社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありま

せん。また、社外監査役髙木伸學氏及び竹内正擧氏につきましては、当社との間で責任限定契約を締

結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金500万円以上であらかじめ定めた額

と会社法第425条第１項の最低責任限度額とのいずれか高い額としており、責任限定が認められるの

は、社外監査役がその責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限

るものであります。 

④ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間の実施状況 

 コンプライアンスを全社に徹底するため、コンプライアンス委員会を設置し、啓蒙活動等を実施しております。

また外部弁護士とのヘルプラインを設定し公明性・中立性の確保を図っております。また平成17年度よりヘルプラ

インをグループ会社全体に拡大しコーポレート・ガバナンスの強化に努めております。 

  本年度の一連の問題発生以降については、グループ会社全体にビデオを併用した全社員教育を実施しておりま

す。 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数（注） 

松本善一 －  － 

五島伸 －  － 

佐藤元宏 みすず監査法人  － 

薬袋政彦 みすず監査法人  － 



第５【経理の状況】 

連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号、以下

「連結財務諸表規則」という）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下「財務

諸表等規則」という）に基づいて作成しております。 

 なお、第111期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

112期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）

の連結財務諸表及び第111期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表については、中央青

山監査法人により監査を受け、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び 

第112期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表については、みすず監査法人、公認会計

士 松本善一氏、公認会計士 五島伸氏により監査を受けております。 

  なお、中央青山監査法人は平成18年９月１日付で名称をみすず監査法人に変更しております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     1,616     2,275  

２．受取手形及び売掛金 ※６   7,499     2,085  

３．たな卸資産     3,378     2,287  

４．繰延税金資産     1,054     22  

５．その他     694     933  

貸倒引当金     △274     △398  

流動資産合計     13,969 28.4   7,207 19.3 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物及び構築物 ※２ 28,464     24,682    

減価償却累計額   19,795 8,668   17,402 7,279  

(2）機械装置及び運搬具   35,856     35,030    

減価償却累計額   28,610 7,246   27,999 7,030  

(3）工具器具及び備品   4,374     3,218    

減価償却累計額   3,674 699   2,723 494  

(4）土地 ※２   2,945     2,824  

(5）建設仮勘定     240     79  

有形固定資産合計     19,800 40.3   17,707 47.5 

２．無形固定資産              

(1）ソフトウェア     441     472  

(2）その他     256     167  

無形固定資産合計     698 1.5   639 1.7 

 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券 
※１ 
※２ 

  8,428     6,592  

(2）長期貸付金     349     312  

(3）繰延税金資産     46     33  

(4）保証金及び敷金     4,003     3,605  

(5）前払年金費用     1,247     619  

(6）その他 ※１   999     816  

貸倒引当金     △431     △243  

投資その他の資産合計     14,643 29.8   11,738 31.5 

固定資産合計     35,141 71.6   30,085 80.7 

資産合計     49,111 100.0   37,292 100.0 

               

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形及び買掛金     6,109     2,745  

２．短期借入金 ※２   8,758     7,729  

３．１年内に償還予定の社
債 

※２   764     100  

４．未払金     3,708     4,534  

５．未払法人税等     201     236  

６．賞与引当金     785     709  

７．店舗閉鎖損失引当金     48     876  

８．たな卸資産廃棄損失引
当金 

    －     469  

９．ＦＣ営業補償引当金     －     270  

10．その他     1,713     1,399  

流動負債合計     22,089 45.0   19,070 51.1 

Ⅱ 固定負債              

１．社債     300     200  

２．長期借入金 ※２   5,862     7,033  

３．退職給付引当金     2,247     1,940  

４．役員退職慰労引当金     171     20  

５．連結調整勘定     26     －  

６．負ののれん     －     17  

７．繰延税金負債     873     275  

８．その他     1,045     1,430  

固定負債合計     10,527 21.4   10,919 29.3 

負債合計     32,616 66.4   29,990 80.4 

 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（少数株主持分）              

少数株主持分     95 0.2   － － 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※４   6,317 12.8   － － 

Ⅱ 資本剰余金     9,284 18.9   － － 

Ⅲ 利益剰余金     △1,000 △2.0   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    1,806 3.7   － － 

Ⅴ 自己株式 ※５   △9 △0.0   － － 

資本合計     16,398 33.4   － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    49,111 100.0   － － 

               

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   6,317 16.9 

２．資本剰余金     － －   7,453 20.0 

３．利益剰余金     － －   △7,267 △19.5 

４．自己株式     － －   △10 △0.0 

  株主資本合計     － －   6,492 17.4 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   734 2.0 

２．繰延ヘッジ損益     － －   6 0.0 

  評価・換算差額等合計     － －   740 2.0 

Ⅲ 少数株主持分     － －   69 0.2 

純資産合計     － －   7,302 19.6 

負債純資産合計     － －   37,292 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     84,843 100.0   63,912 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２   44,033 51.9   34,561 54.1 

売上総利益     40,810 48.1   29,351 45.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※２ 

  41,014 48.3   36,010 56.3 

営業損失     203 △0.2   6,659 △10.4 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   21     34    

２．受取配当金   70     54    

３．連結調整勘定償却額   9     －    

４．負ののれん償却額   －     8    

５．持分法による投資利益   333     38    

６．賃貸収入   －     52    

７．雑収入   257 691 0.8 132 321 0.5 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   318     398    

２．たな卸資産廃棄損   225     298    

３．雑損失   91 634 0.8 184 882 1.4 

経常損失     147 △0.2   7,219 △11.3 

Ⅵ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※３ －     13,037    

２．投資有価証券売却益   376     1,066    

３．役員退職慰労引当金戻
入益 

  －     141    

４．その他   2 378 0.5 6 14,251 22.3 

               
 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産廃棄損 ※４ 328     544    

２．関係会社株式評価損   16     －    

３．減損損失 ※５ 789     1,495    

４．ＦＣ休業補償金   －     2,527    

５．ＦＣ営業補償引当金繰
入額 

  －     270    

６．たな卸資産廃棄損失   －     6,382    

７．たな卸資産廃棄損失引
当金繰入額 

  －     469    

８．店舗閉鎖損失   －     30    

９．店舗閉鎖損失引当金繰
入額 

  52     859    

10．信頼回復費用 ※６ －     1,230    

11．その他   46 1,234 1.5 19 13,830 21.6 

税金等調整前当期純損
失 

    1,003 △1.2   6,798 △10.6 

法人税、住民税及び事
業税 

  225     260    

法人税等調整額   564 789 0.9 1,049 1,310 2.1 

少数株主利益または損
失（△） 

    4 0.0   △19 △0.0 

当期純損失     1,797 △2.1   8,090 △12.7 

               



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     9,284 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     9,284 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     1,187 

Ⅱ 利益剰余金減少高      

当期純損失   1,797   

配当金   378   

持分法適用会社の増加に
伴う剰余金減少高 

  6   

役員賞与   4 2,187 

Ⅲ 利益剰余金期末残高     △1,000 

       



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．連結子会社㈱不二家システムセンターの定時株主総会（平成18年５月25日）における利益処分によるもので

す。 

 ２．平成18年６月28日の定時株主総会における欠損てん補であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

6,317 9,284 △1,000 △9 14,591 

連結会計年度中の変動額          

役員賞与（注)１     △7   △7 

資本準備金の減少（注)２   △1,830 1,830   － 

当期純損失     △8,090   △8,090 

自己株式の取得       △1 △1 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

  △1,830 △6,266 △1 △8,099 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

6,317 7,453 △7,267 △10 6,492 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,806 － 1,806 95 16,494 

連結会計年度中の変動額          

役員賞与（注)１         △7 

資本準備金の減少（注)２         － 

当期純損失         △8,090 

自己株式の処分         △1 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△1,072 6 △1,066 △26 △1,092 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△1,072 6 △1,066 △26 △9,191 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

734 6 740 69 7,302 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

     

税金等調整前当期純損失   △1,003 △6,798 

減価償却費   3,087 3,034 

減損損失   789 1,495 

連結調整勘定償却額   △9 － 

負ののれん償却額   － △8 

貸倒引当金の減少額   △48 △63 

賞与引当金の減少額   △113 △75 

店舗閉鎖損失引当金の増加額   52 828 

たな卸資産廃棄損失引当金の
増加額 

  － 469 

ＦＣ営業補償引当金の増加額   － 270 

退職給付引当金の減少額   △299 △307 

役員退職慰労引当金の減少額   △52 △150 

受取利息及び受取配当金   △91 △90 

支払利息   318 398 

持分法による投資損益   △333 △38 

固定資産廃棄損   328 544 

固定資産売却損益   2 △13,037 

投資有価証券売却益   △376 △1,066 

投資有価証券評価損   16 23 

売上債権の減少額   41 5,414 

たな卸資産の減少額   65 1,090 

仕入債務の増加額   △309 △3,363 

未払金の増減額   △239 569 

未払消費税の減少額   △76 △256 

その他流動資産の増減額   164 △234 

前払年金費用の増減額   △365 627 

その他流動負債の減少額   39 29 

その他固定負債の増加額   △15 △242 

その他   40 106 

小計   1,613 △10,831 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

利息及び配当金の受取額   307 345 

利息の支払額   △315 △399 

法人税等の支払額   △268 △180 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  1,336 △11,064 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・
フロー 

      

定期預金の預入による支出   △9 △3 

定期預金の払戻による収入   37 7 

投資有価証券の取得による
支出 

  △8 △109 

投資有価証券の売却による
収入 

  834 1,589 

その他投資の投資による支
出 

  △1 △1 

その他投資の回収による収
入 

  13 1 

有形固定資産の取得による
支出 

  △2,488 △2,750 

有形固定資産の売却による
収入 

  19 13,726 

無形固定資産の取得による
支出 

  △241 △101 

貸付による支出   △27 △219 

貸付金の回収による収入   72 50 

長期前払費用の増加による
支出 

  △165 △164 

保証金及び敷金の支払額   △122 △112 

保証金及び敷金の戻入額   236 509 

その他   △8 △64 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  △1,861 12,357 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・
フロー 

      

短期借入金の増減額   866 △229 

社債償還による支出   △398 △764 

長期借入による収入   2,377 3,405 

長期借入金の返済による支
出 

  △3,531 △3,034 

自己株式の取得による支出   △2 △1 

配当金支払額   △378 － 

少数株主に対する配当金支
払額 

  △2 △6 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  △1,070 △630 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換
算差額 

  1 0 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額   △1,592 663 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残
高 

  3,197 1,605 

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残
高 

  1,605 2,268 

       



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── 

  

  当社グループは、平成19年１月において食品安全に関

わる不祥事により製品の安全性が確認されるまで製品の

生産及び販売が休止の状況となりました。これにより当

連結会計年度において80億90百万円の大幅な当期純損失

を計上することとなりました。 

 当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。そこで当社は、下記対策を講じ、

当該状況の解消に向け努めてまいります。 

１．経緯とこれまで行った対策 

 平成19年１月に当社が消費期限切れの原材料を製品に

使用しているという安全衛生面の問題がマスコミにより

報道され、当社は報道の翌日から洋菓子工場すべての操

業休止及び洋菓子店すべての営業休止を決定いたしまし

た。 

 その後、マスコミ各社より当社の食品安全衛生面での

不祥事が連日報道され、菓子流通大手業者や飲料販売大

手業者が当社製品の販売を休止し、店頭等から撤去する

事態となりました。その結果平成19年３月期第４四半期

においては売上高が前年同期に比べ大きく減少し、大幅

な営業損失を計上するに至りました。 

 このような中で、当社は社長が交代し経営の責任を明

確にするとともに、社長直轄の「改革推進本部」を立ち

上げ、社外有識者で構成する「『外部から不二家を変え

る』改革委員会」や「信頼回復対策会議」を発足させ社

内改革に着手いたしました。 

 安全衛生面では、山崎製パン株式会社（以下「山崎製

パン」）と「食品安全衛生管理体制整備の支援に関する

覚書」を締結し、ＡＩＢ（American Institute of  

Baking）食品安全システムの導入を図り、その後全工場

（菓子工場を含めた全８工場）にてＡＩＢの監査基準を

達成いたしました。 

 その結果、菓子３工場は平成19年３月２日より操業を

再開し、洋菓子工場は埼玉工場の３月13日を皮切りに順

次操業再開しました。また、飲料は３月19日、洋菓子は

３月23日、菓子は４月10日より本格的販売の再開を果た

しました。 

２．コーポレート・ガバナンス面での改善 

 １月の社長交代を契機に、執行体制を強化し、経営会

議に代わる執行役員会を設置し実務上の政策決定機関と

して位置づけ運用してまいりました。平成19年３月26日

に山崎製パンとの間で業務資本提携契約を締結し、当連

結会計年度の株主総会以降は、取締役体制を刷新し、山

崎製パンからの新取締役を加え、さらには社外取締役

（２名）を招聘して新しい体制による取締役会を発足い

たしました。取締役会は業務執行の決定機関として位置

づけ、現執行役員会を廃止し、主要取締役、常勤監査役

による経営会議と主要取締役及び執行役員等による部長

会を新設し、ガバナンスの強化とともに意思決定及び執

行の迅速化を図ってまいります。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── 

  

３．「中期事業計画」の策定について 

 平成20年３月期は洋菓子・外食の店舗閉鎖や洋菓子・

菓子の販売アイテム数の減少により回復が遅れますが、

下記諸施策で業績の向上に努めてまいります。 

  ①食品安全衛生管理体制の更なる向上による不二家ブ 

    ランドの信頼回復 

  ②工場の機能強化による製品アイテム数の増加 

  ③山崎製パンとのコラボレーションによるベーカリー 

    の導入、洋菓子ＯＥＭ、外食事業の一部業態変更及 

    び新規出店 

 これらにより、平成22年３月期には平成18年３月期と

同水準まで売上を回復させ、経常利益を黒字化すること

を目標としております。 

４．資本・資金の増強 

 「重要な後発事象」に記載のとおり平成19年４月11日

に山崎製パンへの第三者割当増資159億87百万円を実施 

いたしました。その他会社保有資産の売却により、資金

増強を図る計画であります。 

  当社グループは上記の経営計画の実行により継続企業

の前提に関する重要な疑義は解消されるものと考えてお

ります。 

  従って当社グループは継続企業を前提として連結財務

諸表を作成しており、継続企業の前提に関する重要な疑

義の影響を連結財務諸表には反映しておりません。 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数      ４社 

連結子会社は㈱不二家フードサービ

ス、㈱ダロワイヨジャポン、不二家

乳業㈱及び㈱不二家システムセンタ

ー 

(1）連結子会社の数      ４社 

連結子会社は㈱不二家フードサービ

ス、㈱ダロワイヨジャポン、不二家

乳業㈱及び㈱不二家システムセンタ

ー 

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

 不二家テクノ㈱ 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

  不二家サンヨー㈱ 

  （連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模

会社であり、合計の総資産額、売

上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等はいずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模

会社であり、合計の総資産額、売

上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等はいずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の非連結子会社 ０社 

  

(2）持分法適用の関連会社数  ３社 

ビー・アール サーティワンアイス

クリーム㈱ 

日本食材㈱ 

不二家サンヨー㈱ 

上記のうち、不二家サンヨー㈱につ

いては重要性が増したため、当連結

会計年度より持分法適用の関連会社

に含めております。  

(1）持分法適用の非連結子会社 １社  

不二家サンヨー㈱ 

(2）持分法適用の関連会社数  ２社 

Ｂ－Ｒ サーティワン アイスクリー

ム㈱ 

日本食材㈱ 

  (3）持分法を適用していない非連結子会

社（不二家テクノ㈱他）及び関連会

社（㈱ユトリア不二家他）は、それ

ぞれ当期純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持分法

の適用から除外しております。 

(3）      同左 

  (4）持分法の適用会社のうち、ビー・ア

ール サーティワンアイスクリーム

㈱は決算日が連結決算日と異なるた

め、同社の事業年度に係る財務諸表

を使用しております。 

(4）持分法の適用会社のうち、Ｂ－Ｒ サ

ーティワン アイスクリーム㈱は決算

日が連結決算日と異なるため、同社

の事業年度に係る財務諸表を使用し

ております。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の事業年度末日と連結決算日

は一致しております。 

同左 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法 

（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法 

（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産…製品・仕掛品・貯蔵

品は主として総平均

法による原価法 

原材料は最終仕入原

価法による原価法 

② たな卸資産 

同左 

  ③ デリバティブ 

時価法 

③ デリバティブ 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

定率法 

なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）

については、定額法を採用してお

ります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 

また、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。 

② 無形固定資産 

同左 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

将来の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可

能性を検討し回収不能見込額を計

上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

従業員に支給する賞与に充てるた

め、賞与支給規程に従い、将来の

支給見込額のうち当連結会計年度

の負担額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

    ③  店舗閉鎖損失引当金 

 翌連結会計年度の店舗閉鎖に伴っ 

 て発生すると見込まれる損失額を 

 計上しております。 

  ③  店舗閉鎖損失引当金 

同左 

   ④    ──────   ④  たな卸資産廃棄損失引当金 

 翌連結会計年度のたな卸資産の処 

 分に伴って発生すると見込まれる 

 損失額を計上しております。 

   ⑤    ──────   ⑤  ＦＣ営業補償引当金 

 翌連結会計年度のフランチャイジ 

 ーに対する営業補償の見込み額を 

 計上しております。 

  ⑥ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。なお、会

計基準変更時差異（9,718百万円）

の一部について、当社保有株式に

よる退職給付信託を設定し、残額

（7,822百万円）については15年に

よる按分額を費用処理しておりま

す。 

過去勤務債務は、主としてその発

生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）による

定額法により、発生連結会計年度

から費用処理しております。数理

計算上の差異は、主として各連結

会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（９年）による定額法によ

り、それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しております。 

⑥ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。なお、会

計基準変更時差異（9,718百万円）

の一部について、当社保有株式に

よる退職給付信託を設定し、残額

（7,822百万円）については15年 

による按分額を費用処理しており

ます。 

数理計算上の差異は、主として各

連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（９年）による定額法に

より、それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理しております。 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ⑦ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備え

て、内規に基づく連結会計年度末

要支給額を計上しております。 

⑦ 役員退職慰労引当金 

同左 

  ただし、平成16年11月以降役員退

職慰労引当金の繰入を停止してお

ります。今後当社にて発生する役

員退職慰労金支給額は、それぞれ

の役員への就任時から平成16年10

月までの在任期間のみを対象とし

たものであります。 

ただし、当社においては平成19年

３月13日役員退職慰労引当金制度

を廃止し、全額を取崩しました。 

  (4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じて会

計処理を行っております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

なお、金利スワップ取引について

は、すべて金利スワップの特例処

理の要件を満たしているため、当

該特例処理を適用しております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……為替予約取引等、

金利スワップ取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ対象……原材料輸入に係る

外貨建予定取引、

借入金の変動金利 

  

  ③ ヘッジ方針 

原材料輸入に係る為替変動リスク

及び将来の支払利息に係る金利変

動リスクについて、ヘッジしてお

ります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象及びヘッジ手段の相場

変動又はキャッシュフロー変動の

累計を比較し、その変動額の比率

によって有効性を評価していま

す。ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては、有効

性の評価を省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (6）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

(6）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

  消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法によっておりま

す。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、５年間

の均等償却を行っております。 

────── 

７．負ののれんの償却に関す

る事項 

────── 負ののれんの償却については、５年間の

均等償却を行っております。 

８．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は連結会社の利益処分

について連結会計年度中に確定した利益

処分に基づいて作成しております。 

────── 

９．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

これにより営業損失及び経常損失が60百万円減少し、税

金等調整前当期純損失は648百万円増加しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

────── 

  

────── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

  当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（「企業会計基準第５号 平成17 

年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

  これまでの資本の部の合計に相当する金額は7,226百 

万円であります。 

  なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

 ────── 

（連結貸借対照表） 

  前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲

記されていたものは、当連結会計年度から「負ののれ

ん」と表示しております。 

（連結損益計算書） 

  前連結会計年度まで区分掲記しておりました「営業補

償金」（当連結会計年度20百万円）は、金額的重要性が

乏しくなったため、営業外収益の「雑収入」に含めて表

示しております。 

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」

として掲記されていたものは、当連結会計年度から「負

ののれん償却額」と表示しております。 

２．前連結会計年度まで営業外収益の「雑収入」に含め

て表示しておりました「賃貸収入」は、当連結会計年度

において、営業外収益の総額の100分の１を超えたため 

区分掲記しました。 

  なお、前連結会計年度の「賃貸収入」は50百万円であ

ります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 ────── 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」とし

て掲記されていたものは、当連結会計年度から「負のの

れん償却額」と表示しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券(株式) 2,935百万円

出資金 123百万円

投資有価証券(株式)      3,206百万円

出資金    217百万円

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 

建物及び構築物 4,525百万円

土地 2,237 

投資有価証券 5,236 

計 11,999 

建物及び構築物      4,494百万円

土地      2,237 

投資有価証券      4,680 

計       11,412 

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 7,751百万円

１年内に償還予定の社債 164 

長期借入金 4,959 

計 12,875 

短期借入金      6,909百万円

長期借入金      6,308 

計       13,218 

 ３．保証債務 

連結会社以外の関係会社の金融機関の借入金に対

する保証 

 ３．保証債務 

連結会社以外の関係会社の金融機関の借入金に対

する保証 

不二家サンヨー㈱ 280百万円

不二家(杭州)食品有限公司 51 

㈱ユトリア不二家 20 

計 352 

不二家サンヨー㈱    456百万円

不二家(杭州)食品有限公司  30 

㈱ユトリア不二家  16 

計  503 

関係会社他の営業債務に対する保証 関係会社他の営業債務に対する保証 

㈱ジェフグルメカード 30百万円

計 30 

㈱ジェフグルメカード   30百万円

計  30 

※４．当社の発行済株式総数は、普通株式126,344,590株

であります。 

※４．                ────── 

※５．連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有す

る自己株式の数は、普通株式48,509株でありま

す。 

※５．                ────── 

※６．              ────── ※６．連結会計年度末満期手形等の処理 

      連結会計年度期末満期手形の会計処理は手形交換

日をもって決済処理しております。また、債権の

一部については、手形と同様の期日条件で現金決

済する方式を用いております。当連結会計年度は

期末日が金融機関休業日のため、連結会計年度末

日満期手形の一部が当連結会計年度末残高に含ま

れております。その主なものは次のとおりであり

ます。 

          受取手形                 0百万円 

          売掛金                  67 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

１．運賃及び倉庫料 4,364百万円

２．販売促進費 12,209 

３．広告宣伝費 2,871 

４．水道光熱費 911 

５．地代家賃    2,514 

６．給料及び手当   8,687 

７．賞与引当金繰入額 465 

８．退職給付引当金繰入額 632 

９．役員退職慰労引当金繰入額 9 

10．委託業務費    1,097 

11．貸倒引当金繰入額 11 

12．事業税 109 

１．運賃及び倉庫料      3,736百万円

２．販売促進費      8,979 

３．広告宣伝費   2,210 

４．水道光熱費  852 

５．地代家賃         2,571 

６．給料及び手当        8,518 

７．賞与引当金繰入額  430 

８．退職給付引当金繰入額  590 

９．役員退職慰労引当金繰入額  8 

10．委託業務費         1,020 

11．貸倒引当金繰入額  153 

12．事業税  87 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりであります。 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりであります。 

224百万円    169百万円 

※３．              ────── ※３．固定資産売却益は、土地12,483百万円、建物553百

万円によるものであります。 

※４．固定資産廃棄損は、機械装置及び運搬具の毀損等

によるものであります。 

※４．固定資産廃棄損は、機械装置及び運搬具の毀損等

によるものであります。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※５．減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。 

※５．減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。 

当社グループは、主として事業の種類別セグメント

を基礎として資産のグルーピングを行っておりま

す。このうち、外食店舗につきましては店舗別資産

ごとにグルーピングを行い、賃貸用資産及び遊休資

産等につきましては個々の資産ごとにグルーピング

を行っております。 

減損会計の手続を行った結果、外食店舗において営

業活動から生じる損益が継続してマイナスである店

舗について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として計上しております。な

お、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額

で測定しております。 

当社の小売グループにつきましては、減損損失の兆

候がありましたが、割引前将来キャッシュフローの

総額が帳簿価額を上回ったため、減損損失の認識は

ないとの判定に至っております。 

その他のグループにつきましては、減損損失の兆候

はありません。 

また、遊休資産等については、今後の使用の見込み

がなく、収益性の見込みもないことから、備忘価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として計上して

おります。 

用途 種類 場所 
金額 

（百万円）

外食店舗 

機械及び装
置、その他 

豊中店（大阪
府）他全33店舗 

387 

リース資産 
豊中店（大阪
府）他全５店舗 

42 

遊休資産 

建物、機械
及び装置、
その他 

埼玉工場（埼玉
県）・平塚製造
部（神奈川県）
他全９工場 

315 

無形固定資
産（電話加
入権） 

当社グループ全
国各事業所 

44 

当社グループは、主として事業の種類別セグメント

を基礎として資産のグルーピングを行っておりま

す。このうち、外食店舗につきましては店舗別資産

ごとにグルーピングを行い、賃貸用資産及び遊休資

産等につきましては個々の資産ごとにグルーピング

を行っております。 

減損会計の手続を行った結果、外食店舗について収

益性が著しく下落した店舗について帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として

計上しております。なお、当資産グループの回収可

能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い

価額としております。 

正味売却価額は、不動産鑑定評価に基づき算定して

おります。また、使用価値は、将来キャッシュ・フ

ロー見積額を５％で割引いて算定しております。 

当社の小売グループにつきましては、減損の兆候が

ありましたが、正味売却価額が帳簿価額を上回った

ため、減損損失の認識はないとの判定に至っており

ます。 

当社の卸売グループにつきましても、減損の兆候が

ありましたが、割引前将来キャッシュフローの総額

が帳簿価額を上回ったため、減損損失の認識はない

との判定に至っております。 

その他のグループにつきましては、減損の兆候はあ

りません。 

また、遊休資産等については、今後の使用の見込み

がなく、収益性の見込みもないことから、備忘価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として計上して

おります。 

用途 種類 場所 
金額 

（百万円）

外食店舗

建物、機械
及び装置、
その他 

くずはモール店
（大阪府）他全
89店舗 

1,009 

リース資産
さぬき志度店
（香川県）他全
12店舗 

341 

食品工場

建物附属設
備、機械及
び装置、そ
の他 

不二家乳業（岩
手県）工場 

33 

遊休資産
等 

建物附属設
備、機械及
び装置、そ
の他 

埼玉工場（埼玉
県）・平塚工場
（神奈川県）他
全５工場及び店
舗用設備 

111 

  ※６．信頼回復費用 

信頼回復費用は、当社による消費期限切れ原材料

使用問題でほぼ休止状態にあった営業を再開する

ための費用であります。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の株式数の増加6千株は、単元未満株式の買取りによるものです。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 126,344 － － 126,344 

合計 126,344 － － 126,344 

自己株式        

普通株式（注） 48 6 － 54 

合計 48 6 － 54 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目との関係 

  （百万円）

現金及び預金勘定 1,616

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △11

現金及び現金同等物 1,605

  （百万円）

現金及び預金勘定 2,275

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △7

現金及び現金同等物 2,268



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

減損損失
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装
置及び
運搬具 

67 30 － 37 

その他 2,255 1,019 37 1,198 

合計 2,322 1,049 37 1,236 

 

取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

減損損失
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装
置及び
運搬具 

87 43 － 44 

その他 2,141 1,085 368 687 

合計 2,229 1,129 368 731 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）         同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 414百万円

１年超 858 

合計 1,273 

リース資産減損勘定の残高 37 

１年内    398百万円

１年超 678 

合計 1,076 

リース資産減損勘定の残高 345 

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

（注）         同左 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料   496百万円

リース資産減損 
勘定の取崩額 

4 

減価償却費相当額 492 

減損損失 42 

    

支払リース料      481百万円

リース資産減損 
勘定の取崩額 

33 

減価償却費相当額 447 

減損損失 341 

    

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

   



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

当連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

株式 2,492 5,158 2,666 

債券 － － － 

その他 － － － 

小計 2,492 5,158 2,666 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

株式 37 35 △1 

債券 － － － 

その他 － － － 

小計 37 35 △1 

合計 2,529 5,194 2,664 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 
298 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

637 376 3 

  種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

株式 2,004 2,991 986 

債券 － － － 

その他 － － － 

小計 2,004 2,991 986 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

株式 112 98 △13 

債券 － － － 

その他 96 96 － 

小計 208 195 △13 

合計 2,213 3,186 973 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 
178 



３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

1,589 1,064 － 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

 (1) 取引内容及び利用目的 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、金利スワップ取引については、すべて

金利スワップの特例処理の要件を満たしてい

るため、当該特例処理を適用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……為替予約取引等、金利スワッ

プ取引 

ヘッジ対象……原材料輸入に係る外貨建予定

取引、借入金の変動金利 

③ ヘッジ方針 

原材料輸入に係る為替変動リスク及び将来の

支払利息に係る金利変動リスクについて、ヘ

ッジしております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象及びヘッジ手段の相場変動又はキ

ャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その

変動額の比率によって有効性を評価していま

す。ただし、特例処理によっている金利スワ

ップについては、有効性の評価を省略してお

ります。 

１．取引の状況に関する事項 

 (1) 取引内容及び利用目的 

同左 

 (2) 取引に対する取組方針 

為替変動リスク及び将来の支払利息に係る金

利変動リスクの回避を目的としており、投機

的な取引は行わない方針であります。 

 (2) 取引に対する取組方針 

同左 

 (3) 取引に係るリスクの内容 

原材料輸入に係る外貨建予定取引の為替変動

リスク及び将来の支払利息に係る金利変動リ

スクを有しております。なお、デリバティブ

取引の契約先は、いずれも使用度の高い銀行

等に限定しているため相手先の契約不履行等

の信用リスクはほとんどないと判断しており

ます。 

 (3) 取引に係るリスクの内容 

同左 

 (4) 取引に係るリスクの管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、

社内規定に基づく決裁のもと、経営統括部が

取引の執行及び管理の主管部署となり、リス

ク管理を行っております。 

 (4) 取引に係るリスクの管理体制 

同左 

２．取引の時価等に関する事項 

 該当事項はありません。 

２．取引の時価等に関する事項 

同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けています。

また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増

退職金を支払う場合があります。 

 なお、当社において退職給付信託を設定しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（ストック・オプション等関係） 

該当事項はありません。 

  （単位：百万円） 

   
前連結会計年度 

(平成18年３月31日現在)
当連結会計年度 

(平成19年３月31日現在)

イ 退職給付債務 △15,570 △14,305 

ロ 年金資産 10,481 9,079 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △5,089 △5,225 

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 4,751 4,223 

ホ 未認識数理計算上の差異 △662 △318 

ヘ 未認識過去勤務債務（債務の減額） － － 

ト 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △999 △1,320 

チ 前払年金費用 1,247 619 

リ 退職給付引当金（ト－チ） △2,247 △1,940 

  （単位：百万円） 

   
前連結会計年度 

（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日）

当連結会計年度 
（自平成18年４月１日 
至平成19年３月31日）

イ 勤務費用 474 445 

ロ 利息費用 325 299 

ハ 期待運用収益 △61 △134 

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 527 527 

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 340 121 

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △214 － 

ト 退職給付費用 1,392 1,259 

   
前連結会計年度 

(平成18年３月31日現在)
当連結会計年度 

(平成19年３月31日現在)

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

ロ 割引率 2.0％ 2.0％ 

ハ 期待運用収益率 1.0％ 2.0％ 

ニ 過去勤務債務の処理年数 5年 － 

 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により発生連結会計年度

から費用処理しております。） 

   

ホ 数理計算上の差異の処理年数 9年 9年 

 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により翌連結会計年度か

ら費用処理しております。） 

   

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 15年 15年 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 

の内訳              (単位：百万円) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 

の内訳              (単位：百万円) 

   

繰延税金資産  

賞与引当金損金算入限度超過額 355 

貸倒引当金損金算入限度超過額 729 

未払歩戻金否認 17 

未払事業税否認 28 

未払事業所税否認 9 

退職給付引当金損金算入限度超過額 381 

役員退職慰労引当金否認 67 

その他投資評価損 20 

繰越欠損金 3,460 

退職給付信託設定による否認 847 

投資有価証券評価損否認 264 

固定資産減価償却超過額 229 

関係会社株式評価損否認 281 

その他 137 

繰延税金資産小計 6,831 

評価性引当額 △5,731 

繰延税金資産計 1,100 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △873 

繰延税金負債計 △873 

繰延税金資産の純額 226 

   

繰延税金資産  

賞与引当金 285 

貸倒引当金 1,501 

未払歩戻金 21 

未払事業税 22 

未払事業所税 8 

退職給付引当金 511 

役員退職引当金 6 

その他投資評価損 20 

繰越欠損金 4,939 

退職給付信託設定 856 

投資有価証券評価損 233 

固定資産減価償却費 488 

関係会社株式評価損 87 

リース資産減損損失 139 

債務保証損失引当金 685 

たな卸資産廃棄損失引当金 185 

店舗閉鎖損失引当金 348 

ＦＣ営業補償引当金 109 

その他 242 

繰延税金資産小計 10,694 

評価性引当額 △10,635 

繰延税金資産計 58 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △277 

繰延税金負債計 △277 

繰延税金負債の純額 △219 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原 

因となった主要な項目別の内訳      

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原 

因となった主要な項目別の内訳      

 当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上し

ているため、記載しておりません。 

 当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上し

ているため、記載しておりません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

 
小売事業
（百万円） 

卸売事業
（百万円）

不動産事
業 
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益              

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 36,807 46,847 448 740 84,843 － 84,843 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － 122 826 949 (949) － 

計 36,807 46,847 571 1,567 85,792 (949) 84,843 

営業費用 37,526 45,264 388 1,296 84,476 571 85,047 

営業利益または営業損失

（△） 
△719 1,583 182 270 1,316 (1,520) △203 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
             

資産 18,940 19,518 1,014 1,035 40,509 8,602 49,111 

減価償却費 1,393 1,475 53 89 3,012 75 3,087 

減損損失 504 247 － 7 759 30 789 

資本的支出 1,148 1,662 11 188 3,011 28 3,040 

 
小売事業
（百万円） 

卸売事業
（百万円）

不動産事
業 
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益              

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 29,511 33,185 496 719 63,912 － 63,912 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － 126 821 947 (947) － 

計 29,511 33,185 623 1,540 64,860 (947) 63,912 

営業費用 33,501 34,565 389 1,282 69,739 831 70,571 

営業利益または営業損失

（△） 
△3,990 △1,380 233 258 △4,879 (1,779) △6,659 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
             

資産 16,685 13,792 795 1,083 32,357 4,935 37,292 

減価償却費 1,261 1,558 48 95 2,964 70 3,034 

減損損失 1,438 57 － － 1,495 － 1,495 

資本的支出 1,682 1,402 9 11 3,105 44 3,149 



２．各事業区分の主な製品等 

３．前連結会計年度及び当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用

の金額は1,520百万円及び1,779百万円であり、その主なものは当社の総務、管理、経理、人事部門及び基礎

研究等に係る費用であります。 

４．前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は

8,602百万円及び4,935百万円であり、その主なものは、当社での長期投資資金（投資有価証券）及び本社等

に係る資産等であります。 

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日 

至平成19年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日 

至平成19年３月31日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

小売事業 
ケーキ、ベーカリー、デザート、アイスクリーム等の洋菓子類の製造販売、

喫茶及び飲食店の経営 

卸売事業 
チョコレート、キャンディ、焼菓子、飲料及び乳飲料等菓子食品類の製造販

売 

不動産事業 不動産の賃貸、管理等 

その他の事業 ＤＮＡの解析及び試薬の販売、事務受託業務及びアウトソーシング受託 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 １．１株当たり当期純損失金額 

 ２．１株当たり純資産額 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 129.84円 

１株当たり当期純損失 14.33円 

１株当たり純資産額       57.27円 

１株当たり当期純損失     64.06円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純損失（百万円） 1,797 8,090 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 

利益処分における役員賞与金 

  

13 

  

－ 

普通株式に係る当期純損失（百万円） 1,810 8,090 

期中平均株式数（千株） 126,299 126,294 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円）   7,302 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） － 7,232 

貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当

たり純資産額の算定に用いられた普通株式

に係る期末の純資産額との差額の主な内訳

（百万円） 

   

少数持主持分   69 

普通株式の発行済株式数（千株） － 126,344 

普通株式の自己株式数（千株） － 54 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普

通株式の数（千株） 
－ 126,289 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── Ⅰ．業務資本提携及び第三者割当による新株式発行 

  当社は平成19年３月26日において、山崎製パン株式会

社（以下「山崎製パン」といいます。）との業務資本提

携（以下「本業務資本提携」といいます。）及び第三者

割当による新株式の発行を行うことを決議し、山崎製パ

ンとの間で業務資本提携契約を締結いたしました。  

 １．業務提携について 

  当社は、平成19年１月に発生いたしました「消費期限

切れ原材料使用等」の不祥事により、山崎製パンの技術

支援を得てＡＩＢ（American  Institute  of  Baking）

の「食品安全統合基準」に則った教育指導及び監査シス

テムを当社工場に順次導入し、食品安全衛生管理体制の

整備を進めてまいりました。 

今般、当社と山崎製パンは、両社の持つ菓子及び洋菓子

事業に関するノウハウを融合することにより両社の企業

価値を更に向上させることを目的として、本業務資本提

携を行うことにいたしました。 

業務提携の内容といたしましては、両社製品の相互販

売、相互ＯＥＭ生産、共同プロモーションの展開、販売

拠点の共同開発、物流の共同化等を継続的に検討し、シ

ナジー効果の発揮による企業価値の向上に努めてまいる

所存であります。具体的なプラン及びスケジュールにつ

きましては、両社で「業務提携推進委員会」を設置し、

鋭意検討してまいります。 

なお、本業務提携に伴い、第112期定時株主総会におい

て、当社は、山崎製パンから派遣された５名を当社取締

役に（代表取締役１名を含む）及び１名を当社監査役に

推薦しそれぞれ選任されました。 

 ２．資本提携について 

  当社は、山崎製パンあてに普通株式159億87百万円の 

第三者割当増資を実施いたしました。 

  第三者割当による新株式発行 

  １．新株式発行概要 

   (1) 発行新株式数   普通株式   68,032,000株 

   (2) 発行価額     1株につき      235円 

   (3) 発行価額の総額         15,987,520,000円 

   (4) 資本組入額     1株につき      118円 

   (5) 申込期日       平成19年4月10日(火) 

   (6) 払込期日       平成19年4月11日(水) 

   (7) 新株券交付日    平成19年4月11日(水) 

   (8) 割当先及び株式数   山崎製パン株式会社 

                                  68,032,000株 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

     (9) 新株式の継続所有等の取決めに関する事項 

     当社は新株式の割当先に対して、割当新株式の発行 

   日から２年以内に当該株式の全部又は一部を譲渡する 

   場合は、当社へ報告する旨の確約を依頼する予定で 

   す。 

  ２．今回の増資による発行済株式総数の推移 

   現在の発行済株式総数         126,344,590株 

   増資による増加株式数         68,032,000株 

   増資後発行済株式総数        194,376,590株 

  ３．増資の理由及び資金の使途等 

   (1) 増資の理由 

    自己資本の充実による財務基盤の強化を図ると共に 

   引受会社との営業協力を行うことで営業力の強化を図 

   ります。 

   (2) 発行価額の算定根拠 

    新株発行決議日の前営業日までの直近３ヶ月間の株 

   式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取 

   引の終値平均値238円を参考として、235円（ディスカ 

   ウント率約1.26％）といたしました。かかるディスカ 

  ウント率は、最近の当社の業績や株価の変動状況等を 

   考慮し、割当先との交渉の結果決定したものです。 

   (3) 増資調達資金の使途 

     今回の新株式発行による調達資金は、下記の目的に 

   充当する予定です。 

    食品安全衛生管理体制の整備      5,000,000千円 

    洋菓子ＦＣ事業の強化            4,000,000千円 

    その他当社の事業基盤の強化に必要な設備投資等 

                                    6,907,520千円 

  ４．当社は、平成19年４月23日開催の取締役会におい 

    て、平成19年６月開催の第112期定時株主総会に係 

    る基準日後に第三者割当により新株式を取得した者 

    に対し当該定時株主総会に係る議決権を付与するこ 

    とを決定しました。 

  （1）議決権を付与する新株式 

   第三者割当による新株式の発行 

     発行新株式数  普通株式 68,032,000株 

     議決権の数          68,032個 

     株主名     山崎製パン株式会社 

  （2）議決権を付与する理由 

   当社は、会社法第124条第４項に鑑み、当該定時株 

   主総会開催時に最も近い時点での、全株主の意思を株 

   主総会に反映させることができる株主総会を開催した 

   いとの判断に基づき、基準日後の株主に議決権の付与 

   を認めることを決議しました。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 ────── 

  

Ⅱ．当社子会社の分割に関する合意書締結 

  当社は、平成19年５月24日開催の取締役会において、

当社、当社子会社である株式会社不二家フードサービス

（以下「不二家フードサービス」といいます）及びベー

シック・キャピタル・マネジメント株式会社（以下「ベ

ーシック・キャピタル・マネジメント」といい、併せて

「３社」といいます）の間で、不二家フードサービスの

レストラン等事業を会社分割により、ベーシック・キャ

ピタル・マネジメントが投資助言する株式会社みのり

（以下「みのりファンド」といいます）と当社が共同で

設立する新会社（以下「新会社」といいます）へ承継さ

せることに関し、「事業再生支援に関する合意書」（以

下「本合意書」といいます。）を締結することを決議

し、同日３社間で本合意書を締結いたしました。 

 １．本合意書締結の経緯及び目的 

    当社は、平成18年12月11日、３社間で、不二家フー 

  ドサービスのレストラン等事業の再生及び改革支援を 

  進めるべく、同事業を会社分割により、当社がみのり 

  ファンドと共同で設立する新会社へ承継させる旨の 

  「当社子会社の分割に関する覚書」（以下「本覚書」 

  といいます。）を締結いたしました。しかしながら、 

  平成19年１月11日以降に判明した当社の品質管理体制 

  の問題のため、３社は、かかる問題の影響等を見極め 

  るべく、新会社の設立を延期し、本覚書に基づき協議 

  を継続してまいりました。３社は、これら一連の経緯 

  を踏まえた上で、不二家フードサービスのレストラン 

  等事業の再生及び改革支援を進めるべく、改めて本合 

  意書を締結するに至ったものです。 

    当社は、みのりファンドと共同で新会社を設立し、 

  不二家フードサービスのレストラン等事業を会社分割 

  により新会社へ承継させ、財務状況の改善される新会 

  社において、出店戦略やメニューマーチャンダイジン 

  グ等の見直し、レストラン等事業に精通した経営陣の 

  招聘等経営体制の改革、並びに、社内意思決定の明確 

  化及び迅速化等により、抜本的なレストラン等事業の 

  収益改善に取り組んでまいります。 

 ２．会社分割の概要 

   (1) 当社は、みのりファンドと共同で新会社を平成 

    19年６月１日に新会社を設立し、平成19年８月１日 

    をもって不二家フードサービスのレストラン等事業 

    を新会社に承継させる。 

   (2) 新会社の出資額（比率）は、当社が6,500万円 

    （65.0％）、みのりファンドが3,500万円（35.0％） 

    とする。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

     (3) 日程 

    本合意書締結             平成19年５月24日 

    新会社設立               平成19年６月１日 

    分割契約承認取締役会     平成19年６月18日 

    分割契約の締結           平成19年６月18日 

    分割契約承認株主総会     平成19年７月12日(予定) 

    分割の期日（効力発生日） 平成19年８月１日(予定) 

    分割登記の期日           平成19年８月上旬(予定) 

  ３．新会社（分割承継会社）の概要 

   (1) 商号     株式会社エフアンドビイ 

   (2) 本店住所   東京都中央区銀座4丁目2番12号 

   (3) 公告の方法  官報による 

   (4) 目的 

   ①食堂、喫茶店の営業 

     ②菓子、アイスクリーム及びパン類の製造、販売 

     ③清涼飲料水及び乳製品、酒類の製造、販売 

     ④雑誌及び刊行物の販売 

     ⑤タバコ小売 

     ⑥不動産の売買、賃貸、管理及び仲介 

     ⑦前各号に付帯する投資またはこれに関連する一切 

       の事業 

   (5) 発行可能株式総数     20万株  

   (6) 発行する株式の種類及び数 1万株・普通株式 

   (7) 設立時資本金の額     5000万円 

   (8) 代表者  代表取締役会長（非常勤）山田憲典 

                 代表取締役社長（常勤）  小島靜雄 

   (9) その他 

     現不二家フードサービスは、分割の期日（効力発 

    生日）に、その商号を「株式会社ＦＦＳ」に変更す 

    るとともに、新会社「株式会社エフアンドビイ」は 

    同日に、その商号を「株式会社不二家フードサービ 

    ス」に変更する予定です。  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

２．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

利率
（％）

担保 償還期限 

㈱不二家 第一回担保付社債 平成14年３月８日 
164 

(164)

－ 

 
1.37 

土地 

建物 
平成19年３月28日 

㈱不二家 第三回無担保社債 平成15年12月30日 
500 

(500)

－ 

 
0.60 － 平成18年12月29日 

㈱不二家 第四回無担保社債 平成17年２月18日 
400 

(100)

300 

(100)
1.01 － 平成22年２月18日 

合計 － － 
1,064 

(764)

300 

(100)
－ － － 

１年以内 
（百万円） 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

100 100 100 － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 5,870 5,641 2.1 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 2,888 2,087 2.2 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 5,862 7,033 2.4 
平成20年～ 

平成26年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 14,621 14,763 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 2,485 2,875 1,486 165 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
第111期 

（平成18年３月31日） 
第112期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     702     1,188  

２．受取手形 ※９   85     4  

３．売掛金 
※ 
4・9 

  7,151     1,759  

４．製品・商品     1,689     710  

５．原材料     993     1,046  

６．仕掛品     313     80  

７．貯蔵品     193     280  

８．前払費用     178     183  

９．繰延税金資産     985     －  

10．関係会社短期貸付金     600     2,750  

11．その他 ※４   683     740  

貸倒引当金     △1,233     △3,313  

流動資産合計     12,344 27.7   5,431 16.2 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物 ※１ 25,293     22,894    

減価償却累計額   17,768 7,524   16,182 6,711  

(2）構築物   1,821     1,821    

減価償却累計額   1,416 404   1,417 403  

(3）機械及び装置   34,398     34,215    

減価償却累計額   27,567 6,830   27,332 6,882  

(4）車両運搬具   360     369    

減価償却累計額   298 61   316 52  

(5）工具器具及び備品   3,814     3,109    

減価償却累計額   3,329 485   2,678 431  

(6）土地 ※１   2,935     2,814  

(7）建設仮勘定     240     79  

有形固定資産合計     18,484 41.6   17,375 51.9 

２．無形固定資産              

(1）借地権     105     105  

(2）商標権     0     0  

(3）ソフトウェア     213     300  

(4）その他     137     56  

無形固定資産合計     458 1.0   462 1.4 

 



   
第111期 

（平成18年３月31日） 
第112期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券 ※１   5,406     3,285  

(2）関係会社株式     2,963     2,963  

(3）出資金     22     16  

(4）関係会社出資金     123     217  

(5）長期貸付金     275     248  

(6）従業員長期貸付金     73     64  

(7）関係会社長期貸付金     232     185  

(8）破産債権、再生債
権、更生債権その他
これらに準ずる債権 

    260     43  

(9）長期前払費用     428     396  

(10）保証金及び敷金     2,747     2,464  

(11）前払年金費用     1,247     619  

(12）その他     123     131  

貸倒引当金     △663     △429  

投資その他の資産合計     13,242 29.7   10,208 30.5 

固定資産合計     32,184 72.3   28,047 83.8 

資産合計     44,528 100.0   33,478 100.0 

               

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形 ※４   425     285  

２．買掛金 ※４   5,551     2,356  

３．短期借入金 ※１   4,980     4,953  

４．１年内に返済予定の長
期借入金 

※１   2,643     1,827  

５．１年内に償還予定の社
債 

※１   764     100  

６．未払金 ※４   2,617     3,828  

７．未払歩戻奨励金     901     353  

８．未払消費税等     258     －  

９．未払費用     534     487  

10．未払法人税等     132     123  

11．前受金     93     112  

12．賞与引当金     625     551  

13．店舗閉鎖損失引当金     －     302  

14．たな卸資産廃棄損失引
当金 

    －     469  

15．ＦＣ営業補償引当金     －     270  

16．設備関係支払手形     448     366  

17．その他     98     149  

流動負債合計     20,073 45.1   16,538 49.4 

 



   
第111期 

（平成18年３月31日） 
第112期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債              

１．社債     300     200  

２．長期借入金 ※１   4,846     6,223  

３．繰延税金負債     873     275  

４．退職給付引当金     1,874     1,536  

５．役員退職慰労引当金     154     －  

６．債務保証損失引当金     70     1,695  

７．預り保証金 ※４   801     563  

固定負債合計     8,919 20.0   10,494 31.3 

負債合計     28,993 65.1   27,033 80.7 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※２   6,317 14.2   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   9,284     －    

資本剰余金合計     9,284 20.8   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．当期未処理損失   1,830     －    

利益剰余金合計     △1,830 △4.1   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    1,772 4.0   － － 

Ⅴ 自己株式 ※３   △7 △0.0   － － 

資本合計     15,535 34.9   － － 

負債資本合計     44,528 100.0   － － 

               

 



   
第111期 

（平成18年３月31日） 
第112期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   6,317 18.9 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     7,453     

資本剰余金合計      － －   7,453 22.3 

３．利益剰余金               

(1）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   －     △8,019     

利益剰余金合計      － －   △8,019 △24.0 

４．自己株式     － －   △8 △0.0 

株主資本合計      － －   5,742 17.2 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   696 2.1 

２．繰延ヘッジ損益     － －   6 0.0 

評価・換算差額等合計      － －   702 2.1 

純資産合計      － －   6,445 19.3 

負債純資産合計      － －   33,478 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
第111期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第112期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高              

売上高     70,928 100.0   51,148 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※５            

１．製品商品期首棚卸高   1,968     1,689    

２．当期製品製造原価   32,016     27,898    

３．当期製品商品仕入高   6,813     5,681    

４．食堂部門売上原価 ※１ 662     489    

５．その他の売上原価 ※２ 158     153    

合計   41,618     35,913    

６．他勘定振替高 ※３ 582     5,156    

７．製品商品期末棚卸高   1,689 39,346 55.5 710 30,045 58.7 

売上総利益     31,581 44.5   21,102 41.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※４ 
※５ 

  31,577 44.5   26,782 52.4 

営業利益または営業損
失（△） 

    4 0.0   △5,679 △11.1 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   39     54    

２．受取配当金 ※６ 328     431    

３．雑収入   179 546 0.8 121 607 1.2 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   251     326    

２．たな卸資産廃棄損   222     296    

３．雑損失   58 533 0.8 147 770 1.5 

経常利益または経常損
失（△） 

    18 0.0   △5,842 △11.4 

Ⅵ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※７ －     13,037    

２．投資有価証券売却益   375     1,066    

３．役員退職慰労引当金戻
入益 

  －     141    

４．その他   7 382 0.5 － 14,244 27.8 

               
 



   
第111期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第112期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産廃棄損 ※８ 218     461    

２．固定資産売却損 ※９ 4     －    

３．減損損失 ※10 345     111    

４．関係会社株式評価損   496     －    

５．貸倒引当金繰入額 ※11 1,190     1,918    

６．債務保証損失引当金繰
入額 

※12 70     1,625    

７．ＦＣ休業補償金   －     2,527    

８．ＦＣ営業補償引当金繰
入額 

  －     270    

９．たな卸資産廃棄損失   －     6,382    

10．たな卸資産廃棄損失引
当金繰入額 

  －     469    

11．店舗閉鎖損失   －     30    

12．店舗閉鎖損失引当金繰
入額 

  －     302    

13．信頼回復費用 ※13 －     1,226    

14．その他   31 2,356 3.3 19 15,346 30.0 

税引前当期純損失     1,956 △2.8   6,944 △13.6 

法人税、住民税及び事
業税 

  90     90    

法人税等調整額   446 536 0.7 985 1,075 2.1 

当期純損失     2,493 △3.5   8,019 △15.7 

前期繰越利益     662     －  

当期未処理損失     1,830     －  

               



製造原価明細書 

 （注） 原価計算の方法は製品グループ別単純総合原価計算を実施しております。 

   
第111期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第112期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費     18,887 58.9   14,833 53.6 

Ⅱ 労務費     7,456 23.3   6,910 25.0 

Ⅲ 経費              

１．減価償却費   1,968     2,028    

２．外注加工費   509     422    

３．その他の経費   3,243 5,721 17.8 3,470 5,921 21.4 

当期総製造費用     32,066 100.0   27,665 100.0 

仕掛品期首棚卸高     264     313  

合計     32,330     27,979  

仕掛品期末棚卸高     313     80  

当期製品製造原価     32,016     27,898  



③【損失処理計算書及び株主資本等変動計算書】 

株主資本等変動計算書 

第112期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月28日の定時株主総会における欠損てん補であります。 

損失処理計算書   

   
第111期 

株主総会承認年月日 
平成18年６月28日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）

Ⅰ．当期未処理損失     1,830 

Ⅱ．損失処理額      

資本準備金取崩
額 

  1,830 1,830

Ⅲ．次期繰越損失     －
       

 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 

その他利益剰余金
繰越利益剰余金

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

6,317 9,284 △1,830 △7 13,763 

事業年度中の変動額          

資本準備金の取崩し（注）   △1,830 1,830   － 

当期純損失     △8,019   △8,019 

自己株式の取得       △1 △1 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

          

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

  △1,830 △6,188 △1 △8,021 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

6,317 7,453 △8,019 △8 5,742 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,772 － 1,772 15,535 

事業年度中の変動額        

資本準備金の取崩し（注）       － 

当期純損失       △8,019 

自己株式の収得       △1 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△1,075 6 △1,069 △1,069 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△1,075 6 △1,069 △9,090 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

696 6 702 6,445 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

第111期 第112期 

 ────── 

  

  当社は、平成19年１月において食品安全に関わる不祥

事により製品の安全性が確認されるまで製品の生産及び

販売が休止の状況となりました。これにより当期におい

て80億19百万円の大幅な当期純損失を計上することとな

りました。 

 当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。そこで当社は、下記対策を講じ、

当該状況の解消に向け努めてまいります。 

１． 経緯とこれまで行った対策 

 平成19年１月に当社が消費期限切れの原材料を製品に

使用しているという安全衛生面の問題がマスコミにより

報道され、当社は報道の翌日から洋菓子工場すべての操

業休止及び洋菓子店すべての営業休止を決定いたしまし

た。 

 その後、マスコミ各社より当社の食品安全衛生面での

一連の問題が連日報道され、菓子流通大手業者や飲料販

売大手業者が当社製品の販売を休止し、店頭等から撤去

する事態となりました。その結果平成19年３月期第４四

半期においては売上高が前年同期に比べ大きく減少し、

大幅な営業損失を計上するに至りました。 

 このような中で、当社は社長が交代し経営の責任を明

確にするとともに、社長直轄の「改革推進本部」を立ち

上げ、社外有識者で構成する「『外部から不二家を変え

る』改革委員会」や「信頼回復対策会議」を発足させ社

内改革に着手いたしました。 

 安全衛生面では、山崎製パン株式会社（以下「山崎製

パン」）と「食品安全衛生管理体制整備の支援に関する

覚書」を締結し、ＡＩＢ（American Institute of  

Baking）食品安全システムの導入を図り、その後全工場

(菓子工場を含めた全８工場)にてＡＩＢの監査基準を達

成いたしました。 

 その結果、菓子３工場は平成19年３月２日より操業を

再開し、洋菓子工場は埼玉工場の３月13日を皮切りに順

次操業再開しました。また、飲料は３月19日、洋菓子は

３月23日、菓子は４月10日より本格的販売の再開を果た

しました。 

２．コーポレート・ガバナンス面での改善 

 １月の社長交代を契機に、執行体制を強化し、経営会

議に代わる執行役員会を設置し実務上の政策決定機関と

して位置づけ運用してまいりました。平成19年３月26日

に山崎製パンとの間で業務資本提携契約を締結し、当期

の株主総会以降は、取締役体制を刷新し、山崎製パンか

らの新取締役を加え、さらには社外取締役（２名）を招

聘して新しい体制による取締役会を発足いたしました。

取締役会は業務執行の決定機関として位置づけ、現執行

役員会を廃止し、主要取締役、常勤監査役による経営会

議と主要取締役及び執行役員等による部長会を新設し、

ガバナンスの強化とともに意思決定及び執行の迅速化を

図ってまいります。 

 



第111期 第112期 

  ３． 「中期事業計画」の策定について 

 平成20年３月期は洋菓子の店舗閉鎖や洋菓子・菓子の

販売アイテム数の減少により回復が遅れますが、下記諸

施策で業績の向上に努めてまいります。 

  ①食品安全衛生管理体制の更なる向上による不二家ブ 

    ランドの信頼回復 

  ②工場の機能強化による製品アイテム数の増加 

  ③山崎製パンとのコラボレーションによるベーカリー 

    の導入や洋菓子ＯＥＭ 

 これらにより、平成22年３月期には平成18年３月期と

同水準まで売上を回復させ、経常利益を安定的に黒字化

することを目標としております。 

４． 資本・資金の増強 

 「重要な後発事象」に記載のとおり平成19年４月11日

に山崎製パンへの第三者割当増資159億87百万円を実施 

いたしました。その他会社保有資産の売却により、資金

増強を図る計画であります。 

  当社は上記の経営計画の実行により継続企業の前提に

関する重要な疑義は解消されるものと考えております。 

  従って当社は継続企業を前提として財務諸表を作成し

ており、継続企業の前提に関する重要な疑義の影響を財

務諸表には反映しておりません。 



重要な会計方針 

 
第111期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第112期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品・仕掛品・貯蔵品は総平均法による

原価法 

同左 

  原材料は最終仕入原価法による原価法 同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物(付属設備を除く)につい

ては、定額法を採用しております。 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っております。 

また、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用して

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

将来の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を検

討し回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



 
第111期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第112期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）賞与引当金 

従業員に支給する賞与に充てるた

め、当社賞与支給規程に従い、将来

の支給見込額のうち、当期の負担額

を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）         ────── (3）店舗閉鎖損失引当金 

翌期の店舗閉鎖に伴って発生すると

見込まれる損失額を計上しておりま

す。 

  (4）         ────── (4）たな卸資産廃棄損失引当金 

翌期のたな卸資産の処分に伴って発

生すると見込まれる損失額を計上し

ております。 

  (5）         ────── (5）ＦＣ営業補償引当金 

翌期のフランチャイジーに対する営

業補償の見込み額を計上しておりま

す。 

  (6）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。なお、会計基準変更時

差異（9,564百万円）の一部につい

て、当社保有株式による退職給付信

託を設定し、残額(7,668百万円)につ

いては15年による按分額を費用処理

しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により、

発生年度から費用処理しておりま

す。数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(９年)

による定額法により、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理しており

ます。 

(6）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。なお、会計基準変更時

差異（9,564百万円）の一部につい

て、当社保有株式による退職給付信

託を設定し、残額(7,668百万円)につ

いては15年による按分額を費用処理

しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(９年)による定額法によ

り、翌事業年度から費用処理してお

ります。 

  (7）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えて、

内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

(7）役員退職慰労引当金 

同左 

  ただし、平成16年11月以降役員退職

慰労引当金の繰入を停止しておりま

す。今後発生する役員退職慰労金支

給額は、それぞれの役員への就任時

から平成16年10月までの在任期間の

みを対象としたものであります。 

ただし、平成19年３月13日役員退職

慰労引当金制度を廃止し、全額を取

崩しました。 

  (8）債務保証損失引当金 

子会社等への債務保証等に係る損失

に備えるため、被保証先の財政状態

を勘案し、個別に必要と認められる

額を計上しております。 

(8）債務保証損失引当金 

関係会社等への債務保証等に係る損

失に備えるため、被保証先の財政状

態を勘案し、個別に必要と認められ

る額を計上しております。 

 



 
第111期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第112期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、金利スワップ取引について

は、すべて金利スワップの特例処理

の要件を満たしているため、当該特

例処理を適用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……為替予約取引等、金

利スワップ取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ対象……原材料輸入に係る外

貨建予定取引、借入

金の変動金利 

  

  (3）ヘッジ方針 

原材料輸入に係る為替変動リスク及

び将来の支払利息に係る金利変動リ

スクについて、ヘッジしておりま

す。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象及びヘッジ手段の相場変

動又はキャッシュ・フロー変動の累

計を比較し、その変動額の比率によ

って有効性を評価しています。ただ

し、特例処理によっている金利スワ

ップについては、有効性の評価を省

略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

第111期 第112期 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

これにより営業利益及び経常利益が43百万円増加し、税

引前当期純利益は223百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 

────── 

  

────── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（「企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号  

平成17年12月９日）を適用しております。 

  これまでの資本の部の合計に相当する金額は6,438百 

万円であります。 

  なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

第111期 第112期 

（貸借対照表） 

前期まで、区分掲記しておりました「未収入金」（当期

末残高 180百万円）は、資産の総額の100分の１以下と

なったため、流動資産の「その他」に含めて表示してお

ります。また前期まで流動負債の「その他」に含めて表

示しておりました「設備関係支払手形」は、当期末にお

いて負債及び資本の合計額の100分の１を超えたため、 

区分掲記しました。なお、前期末の「設備関係支払手

形」は307百万円であります。 

（貸借対照表） 

────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第111期 
（平成18年３月31日） 

第112期 
（平成19年３月31日） 

※１ 

(1）担保に供している資産 

※１ 

(1）担保に供している資産 

建物 4,455百万円

土地 2,228 

投資有価証券 5,236 

合計 11,919 

建物  4,441百万円

土地      2,228 

投資有価証券      2,605 

関連会社株式      2,074 

合計       11,349 

(2）上記担保資産に対応する債務 (2）上記担保資産に対応する債務 

短期借入金 4,980百万円

１年内に返済予定の長期

借入金 
2,643 

１年内に償還予定の社債 164 

長期借入金 4,846 

合計 12,633 

短期借入金      4,953百万円

１年内に返済予定の長期

借入金 
     1,827 

長期借入金      6,223 

合計       13,004 

※２ 会社が発行する株式 普通株式 400,000,000株

発行済株式総数 普通株式 126,344,590株

※２                ────── 

※３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式36,144

株であります。 

※３                ────── 

※４ 関係会社に対する資産、負債で区分表示していな

いものは次のとおりであります。 

※４ 関係会社に対する資産、負債で区分表示していな

いものは次のとおりであります。 

売掛金 301百万円

未収入金 18 

流動資産「その他」 319 

支払手形 64 

買掛金 212 

未払金 42 

預り保証金 29 

売掛金    74百万円

流動資産「その他」  126 

買掛金  44 

未払金  61 

預り保証金 29 

５ 偶発債務 

関係会社の金融機関からの借入金に対する保証 

５ 偶発債務 

関係会社の金融機関からの借入金に対する保証 

㈱不二家フードサービス 1,600百万円

㈱ダロワイヨジャポン 294 

不二家サンヨー㈱ 280 

不二家(杭州)食品有限公司 51 

㈱ユトリア不二家 20 

計 2,247 

㈱不二家フードサービス      1,213百万円

㈱ダロワイヨジャポン  281 

不二家サンヨー㈱  456 

不二家(杭州)食品有限公司  30 

㈱ユトリア不二家  16 

計      1,997 

関係会社他の営業債務に対する保証 関係会社他の営業債務に対する保証 

不二家乳業㈱ 69 

㈱ジェフグルメカード 30 

計 99 

不二家乳業㈱ 27 

㈱ジェフグルメカード  30 

計  57 

６ 資本の欠損の額は1,837百万円であります。 ６                 ────── 

 



第111期 
（平成18年３月31日） 

第112期 
（平成19年３月31日） 

７ 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は、1,772百

万円であります。 

７                 ────── 

８ 平成16年６月29日に開催の定時株主総会において

下記の欠損てん補を行っております。 

８                 ────── 

資本準備金 598百万円

利益準備金 1,579 

 

  ※９  期末日満期手形等の処理 

      期末日満期手形の会計処理は手形交換日をもって

決済処理しております。また、債権の一部につい

ては、手形と同様の期日条件で現金決済する方式

を用いております。当事業年度は期末日が金融機

関休業のため、事業年度末日満期手形の一部が当

事業年度末残高に含まれております。その主なも

のは次のとおりであります。 

          受取手形                 0百万円 

          売掛金                  65 



（損益計算書関係） 

第111期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第112期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 食堂部門の材料費です。 ※１          同左 

※２ 不動産収入に対する売上原価であります。 ※２          同左 

※３ 製品の損傷損失、商品見本、その他の払出額であ

ります。 

※３          同左 

※４ 販売費及び一般管理費のおおよその割合は、販売

費86％、一般管理費14％であり、主要な費目及び

金額は次のとおりであります。 

※４ 販売費及び一般管理費のおおよその割合は、販売

費84％、一般管理費16％であり、主要な費目及び

金額は次のとおりであります。 

１．運賃及び倉庫料 4,200百万円

２．販売促進費 11,880 

３．広告宣伝費 2,540 

４．水道光熱費 212 

５．地代家賃 796 

６．給料及び手当     4,015 

７．賞与 459 

８．賞与引当金繰入額 318 

９．退職給付引当金繰入額 578 

10．福利厚生費 764 

11．減価償却費 698 

12．委託業務費     1,699 

13．貸倒引当金繰入額 12 

14．事業税 82 

１．運賃及び倉庫料      3,576百万円

２．販売促進費      8,610 

３．広告宣伝費      1,851 

４．水道光熱費  197 

５．地代家賃  782 

６．給料及び手当          3,936 

７．賞与  394 

８．賞与引当金繰入額  287 

９．退職給付引当金繰入額  542 

10．福利厚生費  814 

11．減価償却費  659 

12．委託業務費          1,624 

13．貸倒引当金繰入額  144 

14．事業税  68 

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりであります。 

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりであります。 

224百万円      169百万円   

※６ 関係会社に対するもので区分表示していないもの

は次のとおりであります。 

※６ 関係会社に対するもので区分表示していないもの

は次のとおりであります。 

受取配当金 274百万円 受取配当金    380百万円

※７             

────── 

※７ 内訳は次のとおりであります。 

  土地 12,483百万円

建物  553 

合計 13,037 

※８ 内訳は次のとおりであります。 ※８ 内訳は次のとおりであります。 

建物 76百万円

機械及び装置 80 

その他 62 

合計 218 

建物   184百万円

機械及び装置  120 

その他  157 

合計  461 

※９ 固定資産売却損は工具器具及び備品４百万円であ

ります。 

※９               

────── 

 



（株主資本等変動計算書関係） 

第112期（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加6千株は、単元未満株式の買取りによるものです。 

第111期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第112期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※10 減損損失 

当社は、当事業年度において以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

※10 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

当社は、事業の種類別セグメントを基礎としてグル

ーピングを行い、賃貸用資産及び遊休資産について

は個々の資産ごとにグルーピングをしております。 

このうち、小売グループにつきましては、減損の兆

候がありましたが、割引前将来キャッシュフローの

総額が帳簿価額を上回ったため、減損損失の認識は

ないとの判定に至っております。その他のグループ

につきましては、減損の兆候はありません。 

また、遊休資産等については、今後の使用の見込み

がなく、収益性の見込みもないことから、備忘価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として計上して

おります。 

用途 種類 場所 
金額 

（百万円）

遊休資産 

建物、機械
及び装置、
その他 

埼玉工場（埼玉
県）・平塚製造
部（神奈川県）
他全９工場 

315 

無形固定資
産（電話加
入権） 

当社全国各事業
所 

30 当社は、主として事業の種類別セグメントを基礎と

して資産のグルーピングを行っており、賃貸用資産

及び遊休資産等につきましては個々の資産ごとにグ

ルーピングを行っております。 

回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれ

か高い価額としております。正味売却価額は、不動

産鑑定評価に基づき算定しております。 

小売グループにつきましては、減損の兆候がありま

したが、正味売却価額が帳簿価額を上回ったため、

減損損失の認識はないとの判定に至っております。 

卸売グループにつきましても、減損の兆候がありま

したが、割引前将来キャッシュフローの総額が帳簿

価額を上回ったため、減損損失の認識はないとの判

定に至っております。 

その他のグループにつきましては、減損の兆候はあ

りません。 

また、遊休資産等については、今後の使用の見込み

がなく、収益性の見込みもないことから、備忘価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として計上して

おります。 

用途 種類 場所 
金額 

（百万円）

遊休資産
等 

建物、機械
及び装置、
その他 

埼玉工場（埼玉
県）・平塚工場
（神奈川県）他
全５工場及び店
舗設備 

111 

※11 貸倒引当金繰入額 

関係会社に対するものであります。 

※11 貸倒引当金繰入額 

同左 

※12 債務保証損失引当金繰入額 

関係会社に対するものであります。 

※12 債務保証損失引当金繰入額 

同左 

※13  

────── 

※13 信頼回復費用 

信頼回復費用は、当社による消費期限切れ原材料使

用問題でほぼ休止状態にあった営業を再開するため

の費用であります。 

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式（注） 36 6 － 42 

合計 36 6 － 42 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

第111期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第112期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械及び装置 20 11 8 

工具器具及び
備品 

1,194 553 640 

車両運搬具 24 10 13 

合計 1,238 576 662 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械及び装置 20 14 5 

工具器具及び
備品 

1,105 568 537 

車両運搬具 21 11 9 

合計 1,147 594 552 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

 （注）        同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 229百万円

１年超 432 

合計 662 

１年内    211百万円

１年超 340 

合計 552 

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

 （注）        同左 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 273百万円

減価償却費相当額 273 

支払リース料    263百万円

減価償却費相当額 263 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

同左 

   

  第111期（平成18年３月31日） 第112期（平成19年３月31日） 

 
貸借対照表
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

貸借対照表
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

関連会社株式 2,678 10,979 8,301 2,678 10,497 7,819 



（税効果会計関係） 

第111期 
（平成18年３月31日） 

第112期 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 

の内訳 

(単位：百万円) (単位：百万円) 

繰延税金資産  

賞与引当金損金算入限度超過額 284 

貸倒引当金損金算入限度超過額 731 

未払歩戻金否認 17 

未払事業税否認 18 

未払事業所税否認 6 

退職給付引当金損金算入限度超過額 253 

役員退職慰労引当金否認 62 

その他投資評価損 20 

退職給付信託設定による否認額 847 

投資有価証券評価損否認 264 

固定資産減価償却超過額 90 

関係会社株式評価損否認 281 

繰越欠損金 3,110 

その他 110 

繰延税金資産小計 6,099 

評価性引当額 △5,114 

繰延税金資産計 985 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △873 

繰延税金負債計 △873 

繰延税金資産の純額 111 

繰延税金資産  

賞与引当金 222 

貸倒引当金 1,500 

未払歩戻金 21 

未払事業税 12 

未払事業所税 5 

退職給付引当金 370 

その他投資評価損 20 

退職給付引当金 856 

投資有価証券評価損 233 

関係会社株式評価損 87 

減損損失 104 

債務保証損失引当金 685 

たな卸資産廃棄損失引当金 185 

店舗閉鎖損失引当金 122 

ＦＣ営業補償引当金 109 

繰越欠損金 3,928 

その他 236 

繰延税金資産小計 8,702 

評価性引当額 △8,702 

繰延税金資産計 － 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △275 

繰延税金負債計 △275 

繰延税金負債の純額 △275 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原 

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原 

因となった主要な項目別の内訳 

 当期は税引前当期純損失を計上しているため、記

載しておりません。 

 当期は税引前当期純損失を計上しているため、記

載しておりません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失の金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 １．１株当たり当期純損失金額 

 ２．１株当たり純資産額 

第111期 第112期 

１株当たり純資産額     123.00円

１株当たり当期純損失 19.74円

１株当たり純資産額          51.03円

１株当たり当期純損失     63.49円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 

  第111期 第112期 

当期純損失（百万円） 2,493 8,019 

普通株式に係る当期純損失（百万円） 2,493 8,019 

期中平均株式数（千株） 126,312 126,306 

  第111期 第112期 

純資産の部の合計額（百万円） － 6,445 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） － 6,445 

普通株式の発行済株式数（千株） － 126,344 

普通株式の自己株式数（千株） － 42 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普

通株式の数（千株） 
－ 126,302 



（重要な後発事象） 

第111期 第112期 

────── Ⅰ．業務資本提携及び第三者割当による新株式発行 

  当社は平成19年３月26日において、山崎製パン株式会

社（以下「山崎製パン」といいます。）との業務資本提

携（以下「本業務資本提携」といいます。）及び第三者

割当による新株式の発行を行うことを決議し、山崎製パ

ンとの間で業務資本提携契約を締結いたしました。  

 １．業務提携について 

  当社は、平成19年１月に発生いたしました「消費期限

切れ原材料使用等」の不祥事により、山崎製パンの技術

支援を得てＡＩＢ（American  Institute  of  Baking）

の「食品安全統合基準」に則った教育指導及び監査シス

テムを当社工場に順次導入し、食品安全衛生管理体制の

整備を進めてまいりました。 

今般、当社と山崎製パンは、両社の持つ菓子及び洋菓子

事業に関するノウハウを融合することにより両社の企業

価値を更に向上させることを目的として、本業務資本提

携を行うことにいたしました。 

業務提携の内容といたしましては、両社製品の相互販

売、相互ＯＥＭ生産、共同プロモーションの展開、販売

拠点の共同開発、物流の共同化等を継続的に検討し、シ

ナジー効果の発揮による企業価値の向上に努めてまいる

所存であります。具体的なプラン及びスケジュールにつ

きましては、両社で「業務提携推進委員会」を設置し、

鋭意検討してまいります。 

なお、本業務提携に伴い、第112期定時株主総会におい

て、当社は、山崎製パンから派遣された５名を当社取締

役に（代表取締役１名を含む）及び１名を当社監査役に

推薦しそれぞれ選任されました。 

 ２．資本提携について 

  当社は、山崎製パンあてに普通株式159億87百万円の 

第三者割当増資を実施いたしました。 

  第三者割当による新株式発行 

  １．新株式発行概要 

   (1) 発行新株式数   普通株式   68,032,000株 

   (2) 発行価額     1株につき      235円 

   (3) 発行価額の総額         15,987,520,000円 

   (4) 資本組入額     1株につき      118円 

   (5) 申込期日       平成19年4月10日(火) 

   (6) 払込期日       平成19年4月11日(水) 

   (7) 新株券交付日    平成19年4月11日(水) 

   (8) 割当先及び株式数   山崎製パン株式会社 

                                  68,032,000株 

 



第111期 第112期 

     (9) 新株式の継続所有等の取決めに関する事項 

     当社は新株式の割当先に対して、割当新株式の発行 

   日から２年以内に当該株式の全部又は一部を譲渡する 

   場合は、当社へ報告する旨の確約を依頼する予定で 

   す。 

  ２．今回の増資による発行済株式総数の推移 

   現在の発行済株式総数         126,344,590株 

   増資による増加株式数         68,032,000株 

   増資後発行済株式総数        194,376,590株 

  ３．増資の理由及び資金の使途等 

   (1) 増資の理由 

    自己資本の充実による財務基盤の強化を図ると共に 

   引受会社との営業協力を行うことで営業力の強化を図 

   ります。 

   (2) 発行価額の算定根拠 

    新株発行決議日の前営業日までの直近３ヶ月間の株 

   式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取 

   引の終値平均値238円を参考として、235円（ディスカ 

   ウント率約1.26％）といたしました。かかるディスカ 

  ウント率は、最近の当社の業績や株価の変動状況等を 

   考慮し、割当先との交渉の結果決定したものです。 

   (3) 増資調達資金の使途 

     今回の新株式発行による調達資金は、下記の目的に 

   充当する予定です。 

    食品安全衛生管理体制の整備      5,000,000千円 

    洋菓子ＦＣ事業の強化            4,000,000千円 

    その他当社の事業基盤の強化に必要な設備投資等 

                                    6,907,520千円 

  ４．当社は、平成19年４月23日開催の取締役会におい 

    て、平成19年６月開催の第112期定時株主総会に係 

    る基準日後に第三者割当により新株式を取得した者 

    に対し当該定時株主総会に係る議決権を付与するこ 

    とを決定しました。 

  （1）議決権を付与する新株式 

   第三者割当による新株式の発行 

     発行新株式数  普通株式 68,032,000株 

     議決権の数          68,032個 

     株主名     山崎製パン株式会社 

  （2）議決権を付与する理由 

   当社は、会社法第124条第４項に鑑み、当該定時株 

   主総会開催時に最も近い時点での、全株主の意思を株 

   主総会に反映させることができる株主総会を開催した 

   いとの判断に基づき、基準日後の株主に議決権の付与 

   を認めることを決議しました。 

 



第111期 第112期 

 ────── 

  

Ⅱ．当社子会社の分割に関する合意書締結 

  当社は、平成19年５月24日開催の取締役会において、

当社、当社子会社である株式会社不二家フードサービス

（以下「不二家フードサービス」といいます）及びベー

シック・キャピタル・マネジメント株式会社（以下「ベ

ーシック・キャピタル・マネジメント」といい、併せて

「３社」といいます）の間で、不二家フードサービスの

レストラン等事業を会社分割により、ベーシック・キャ

ピタル・マネジメントが投資助言する株式会社みのり

（以下「みのりファンド」といいます）と当社が共同で

設立する新会社（以下「新会社」といいます）へ承継さ

せることに関し、「事業再生支援に関する合意書」（以

下「本合意書」といいます。）を締結することを決議

し、同日３社間で本合意書を締結いたしました。 

 １．本合意書締結の経緯及び目的 

    当社は、平成18年12月11日、３社間で、不二家フー 

  ドサービスのレストラン等事業の再生及び改革支援を 

  進めるべく、同事業を会社分割により、当社がみのり 

  ファンドと共同で設立する新会社へ承継させる旨の 

  「当社子会社の分割に関する覚書」（以下「本覚書」 

  といいます。）を締結いたしました。しかしながら、 

  平成19年１月11日以降に判明した当社の品質管理体制 

  の問題のため、３社は、かかる問題の影響等を見極め 

  るべく、新会社の設立を延期し、本覚書に基づき協議 

  を継続してまいりました。３社は、これら一連の経緯 

  を踏まえた上で、不二家フードサービスのレストラン 

  等事業の再生及び改革支援を進めるべく、改めて本合 

  意書を締結するに至ったものです。 

    当社は、みのりファンドと共同で新会社を設立し、 

  不二家フードサービスのレストラン等事業を会社分割 

  により新会社へ承継させ、財務状況の改善される新会 

  社において、出店戦略やメニューマーチャンダイジン 

  グ等の見直し、レストラン等事業に精通した経営陣の 

  招聘等経営体制の改革、並びに、社内意思決定の明確 

  化及び迅速化等により、抜本的なレストラン等事業の 

  収益改善に取り組んでまいります。 

 ２．会社分割の概要 

   (1) 当社は、みのりファンドと共同で新会社を平成 

    19年６月１日に新会社を設立し、平成19年８月１日 

    をもって不二家フードサービスのレストラン等事業 

    を新会社に承継させる。 

   (2) 新会社の出資額（比率）は、当社が6,500万円 

    （65.0％）、みのりファンドが3,500万円（35.0％） 

    とする。 

 



第111期 第112期 

     (3) 日程 

    本合意書締結             平成19年５月24日 

    新会社設立               平成19年６月１日 

    分割契約承認取締役会     平成19年６月18日 

    分割契約の締結           平成19年６月18日 

    分割契約承認株主総会     平成19年７月12日(予定) 

    分割の期日（効力発生日） 平成19年８月１日(予定) 

    分割登記の期日           平成19年８月上旬(予定) 

  ３．新会社（分割承継会社）の概要 

   (1) 商号     株式会社エフアンドビイ 

   (2) 本店住所   東京都中央区銀座4丁目2番12号 

   (3) 公告の方法  官報による 

   (4) 目的 

   ①食堂、喫茶店の営業 

     ②菓子、アイスクリーム及びパン類の製造、販売 

     ③清涼飲料水及び乳製品、酒類の製造、販売 

     ④雑誌及び刊行物の販売 

     ⑤タバコ小売 

     ⑥不動産の売買、賃貸、管理及び仲介 

     ⑦前各号に付帯する投資またはこれに関連する一切 

       の事業 

   (5) 発行可能株式総数     20万株  

   (6) 発行する株式の種類及び数 1万株・普通株式 

   (7) 設立時資本金の額     5000万円 

   (8) 代表者  代表取締役会長（非常勤）山田憲典 

                 代表取締役社長（常勤）  小島靜雄 

   (9) その他 

     現不二家フードサービスは、分割の期日（効力発 

    生日）に、その商号を「株式会社ＦＦＳ」に変更す 

    るとともに、新会社「株式会社エフアンドビイ」は 

    同日に、その商号を「株式会社不二家フードサービ 

    ス」に変更する予定です。  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証券    

その他有価証券    

森永製菓㈱ 5,000,735 1,385 

㈱アサツーディ・ケイ 328,000 1,220 

㈱山星屋 2,600,000 130 

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 24,864 89 

イオン㈱ 31,864 74 

㈱ライフコーポレーション 14,490 22 

㈱サークルＫサンクス 7,603 16 

紀州食品㈱ 120,000 15 

㈱ヤマナカ 12,664 14 

マルイチ産商 18,055 13 

その他57銘柄 295,679 301 

小計 8,453,954 3,285 

計 8,453,954 3,285 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額の主なものは次のとおりであります。 

２．当期減少額の主なものは次のとおりであります。 

 ３．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

減価償却累計
額又は償却累
計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産              

建物 25,293 638 
3,037 

(78)
22,894 16,182 689 6,711 

構築物 1,821 72 
71 

(24)
1,821 1,417 53 403 

機械及び装置 34,398 1,807 
1,989 

(538)
34,215 27,332 1,559 6,882 

車両運搬具 360 15 
5 

(4)
369 316 23 52 

工具器具及び備品 3,814 167 
872 

(67)
3,109 2,678 140 431 

土地 2,935 － 121 2,814 － － 2,814 

建設仮勘定 240 2,595 2,756 79 － － 79 

有形固定資産計 68,864 5,295 
8,855 

(713)
65,304 47,928 2,466 17,375 

無形固定資産              

借地権 105 － － 105 － － 105 

商標権 9 － － 9 9 0 0 

ソフトウェア 449 189 62 576 275 102 300 

その他 177 117 198 95 39 0 56 

無形固定資産計 742 306 198 787 325 103 462 

長期前払費用 820 154 
196 

(15)
778 381 154 396 

繰延資産              

───── － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

建物 埼玉工場 洋菓子安全衛生投資等 160百万円 

  野木工場 洋菓子安全衛生投資等 95百万円 

機械及び装置 平塚工場 チョコレート等生産設備増設等 603百万円 

  富士裾野工場 焼菓子等生産設備増設等 291百万円 

  秦野工場 焼菓子等生産設備増設等  398百万円 

建物 本社ビル 売却 2,309百万円 

  直営店舗 店舗閉鎖による毀損 199百万円 

機械及び装置 平塚工場 生産設備等老朽化による毀損 635百万円 

  秦野工場 生産設備等老朽化による毀損 391百万円 

  泉佐野工場 生産設備等老朽化による毀損 156百万円 

工具器具及び備品 ＦＣ店舗 店舗閉鎖による毀損 436百万円 

  直営店舗 店舗閉鎖による毀損 199百万円 



【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」のうち、1,669百万円は洗替額であり、10百万円は回収による取崩

額であります。 

２．役員退職慰労金引当金の当期減少額（その他）は平成19年３月に制度廃止したため全額取崩したものであ 

    ります。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 1,896 3,743 216 1,680 3,743 

賞与引当金 625 551 625 － 551 

店舗閉鎖損失引当金 － 302 － － 302 

たな卸資産廃棄損失引当金 － 469 － － 469 

ＦＣ営業補償引当金 － 270 － － 270 

役員退職慰労引当金 154 － 12 141 － 

債務保証損失引当金 70 1,625 － － 1,695 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 

ロ 受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 67 

預金の種類  

当座預金 1,073 

普通預金 46 

小計 1,120 

計 1,188 

相手先 金額（百万円） 

㈱柏葉田中 1 

㈱丸高商会茨城 1 

その他 1 

計 4 

金額（百万円） 
期日別 

19年４月 19年５月 19年６月 19年７月以降 

4 2 1 － － 



ハ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが上記発生高には消費税等が含まれております。 

ニ たな卸資産 

相手先 金額（百万円） 

サッポロ飲料㈱ 203 

㈱サンエス 128 

㈱山星屋 108 

コンフェックス㈱ 52 

㈱不二家フードサービス 46 

その他 1,220 

計 1,759 

区分 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

特約店 5,592 33,672 38,487 778 98.0 35 

フランチャイズチェ

ーンほか 
1,505 20,174 20,711 968 95.5 22 

その他 52 453 493 12 97.5 26 

計 7,151 54,301 59,692 1,759 97.1 30 

区分 小売部門（百万円） 卸売部門（百万円） 計（百万円） 

製品・商品 172 538 710 

原材料 364 682 1,046 

仕掛品 12 68 80 

貯蔵品 235 45 280 

計 784 1,335 2,119 



ホ 関係会社株式 

ヘ 保証金及び敷金 

銘柄名 残高（百万円） 

Ｂ－Ｒ サーティワン アイスクリーム㈱ 2,678 

㈱不二家システムセンター 105 

日本食材㈱ 60 

不二家乳業㈱ 48 

不二家テクノ㈱ 30 

その他６銘柄 41 

計 2,963 

相手先 残高（百万円） 

田島忠雄（数寄屋橋店） 101 

㈱川崎ステーションビル（川崎ＢＥ店） 73 

荒川幸一（御器所通店） 70 

西野泰夫、西野憲一（豊中店） 65 

㈲松本不動産（鎌倉店） 63 

その他（㈲丸久家具店（赤羽店）他） 2,091 

計 2,464 



② 負債の部 

イ 支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

ロ 買掛金 

相手先 金額（百万円） 

大東栄紙工㈱ 114 

エム・ジー・エス・ジャパン㈱ 41 

村上紙器印刷㈱ 38 

㈱山星屋 21 

㈱那友 14 

その他 55 

計 285 

区分 金額 
期日別 

19年４月 19年５月 19年６月 19年７月以降 

商品原材料代（百万円） 224 109 81 32 0 

その他（百万円） 60 9 7 11 32 

計（百万円） 285 119 88 44 32 

相手先 金額（百万円） 

凸版印刷㈱ 255 

大日本印刷㈱ 207 

レンゴー㈱ 141 

㈱博報堂 139 

大和製罐㈱ 134 

その他 1,477 

計 2,356 



ハ 短期借入金 

ニ １年内に返済予定の長期借入金 

ホ 未払金 

借入先 金額（百万円） 

㈱りそな銀行 2,120 

㈱みずほコーポレート銀行 880 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 723 

㈱横浜銀行 530 

㈱三井住友銀行 250 

農林中央金庫 250 

中央三井信託銀行㈱ 200 

計 4,953 

借入先 金額（百万円） 

㈱みずほコーポレート銀行 390 

㈱りそな銀行 332 

日本生命保険(相) 240 

㈱横浜銀行 233 

㈱三井住友銀行 203 

その他５金融機関 429 

計 1,827 

相手先 金額（百万円） 

㈱博報堂 472 

㈱電通 372 

㈱りそなホールディングス 320 

 木村工業㈱ 223 

㈱アサツーディ・ケイ 168 

その他 2,270 

計 3,828 



ヘ 長期借入金 

(3）【その他】 

 特記すべき事項はありません。 

借入先 金額（百万円） 

㈱りそな銀行 1,092 

㈱みずほコーポレート銀行 1,070 

㈱三井住友銀行 965 

日本生命保険(相) 834 

㈱横浜銀行 747 

その他５金融機関 1,515 

計 6,223 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月３１日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 1,000株券 10,000株券 1,000株未満の株数を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 
９月３０日 

３月３１日 

１単元の株式数 １，０００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途に定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他

やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載ＵＲＬ 

http://www.fujiya-peko.co.jp/denshi/ 

株主に対する特典 

毎年３月31日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し

不二家の洋菓子店・喫茶及び不二家レストランで使用できるご優待券を６

月中旬に贈呈する。 

1,000株から4,999株まで所

有の株主 
小売価格3,000円相当の株主ご優待券 

5,000株から9,999株まで所

有の株主 
小売価格4,000円相当の株主ご優待券 

10,000株以上の所有の株主 小売価格6,000円相当の株主ご優待券 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当該事業年度の開始の日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

 １ 有価証券報告書及びその添付書類 

（第111期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月28日関東財務局長に提出。 

 ２ 臨時報告書 

平成18年12月12日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５の第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第15号（連結子会社の分割に

係る契約の締結）に基づく臨時報告書であります。 

 ３ 有価証券報告書の訂正報告書 

平成18年12月20日関東財務局長に提出。 

事業年度（第111期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

 ４ 半期報告書 

（第112期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月22日関東財務局長に提出。 

 ５ 臨時報告書 

平成19年１月23日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。 

 ６ 臨時報告書 

平成19年３月13日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財務状態及び経営成績に著しい影響を与える

事象）に基づく臨時報告書であります。 

 ７ 有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類 

平成19年３月26日関東財務局長に提出。 

 ８ 臨時報告書 

平成19年４月11日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

 ９ 臨時報告書の訂正報告書 

平成19年５月24日関東財務局長に提出。 

平成18年12月12日提出臨時報告書の訂正報告書であります。 

 10 有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年６月22日関東財務局長に提出。 

事業年度（第111期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２８日

株 式 会 社 不 二 家 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社不二家の平

成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社不二家

及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から「固定資産の減損に

係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」が適用されることとなるため、同会計基準及び同適用指針により

連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大田原 吉 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藥 袋 政 彦 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２７日

株 式 会 社 不 二 家 

取 締 役 会  御 中 

  

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社不二家の平成１

８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株

主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、私どもの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに連結財務諸

表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し

た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社不二家及び

連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  

追記情報 

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は平成１９年１月に発生した食品安全に

係る不祥事により製品の安全性が確認されるまで製品の生産、販売休止の状況となった。これにより当連結会計年度において大

幅な当期純損失を計上していることから継続企業に関する重大な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記

に記載されている。連結財務諸表は、継続企業を前提に作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映

していない。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年４月１１日山崎製パン株式会社に対して第三者割当増資を実施し

ている。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年５月２４日開催の取締役会において、株式会社不二家フードサー

ビス、ベーシック・キャピタル・マネジメント株式会社の３社間で連結子会社である株式会社不二家フードサービスの事業再生

支援に関する合意書の締結に関して決議した。 
  

会社と当監査法人又は業務執行社員、公認会計士松本善一及び公認会計士五島伸との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

公認会計士松本善一事務所 

  
  

公認会計士 松 本 善 一 

五島公認会計士事務所 

  
  

公認会計士 五 島   伸 

み す ず 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 元 宏 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藥 袋 政 彦 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２８日

株 式 会 社 不 二 家 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社不二家の平

成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１１１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、損失処理

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社不二家の平

成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」が適用されることとなるため、同会計基準及び同適用指針により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大田原 吉 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藥 袋 政 彦 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２７日

株 式 会 社 不 二 家 

取 締 役 会  御 中 

  

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社不二家の平成１

８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１１２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財務諸表に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社不二家の平成１

９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 
  

追記情報 

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は平成１９年１月に発生した食品安全に

係る不祥事により製品の安全性が確認されるまで製品の生産、販売休止の状況となった。これにより当事業年度において大幅な

当期純損失を計上していることから継続企業に関する重大な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記

載されている。財務諸表は、継続企業を前提に作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年４月１１日山崎製パン株式会社に対して第三者割当増資を実施し

ている。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年５月２４日開催の取締役会において、株式会社不二家フードサー

ビス、ベーシック・キャピタル・マネジメント株式会社の３社間で連結子会社である株式会社不二家フードサービスの事業再生

支援に関する合意書の締結に関して決議した。 
  

会社と当監査法人又は業務執行社員、公認会計士松本善一及び公認会計士五島伸との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

公認会計士松本善一事務所 

  
  

公認会計士 松 本 善 一 

五島公認会計士事務所 

  
  

公認会計士 五 島   伸 

み す ず 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 元 宏 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藥 袋 政 彦 
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